
文庫のつどい 

｢合同読書会」 
10 月 29 日 21 人 

市の読書会連合会加盟団体９団体による合同読書

会及び交流会を市読書会連合会と共催した。 

・課題図書 ｢くじけないで｣ 

・ 助言者：宮下英雄 先生 

・ 場所：千代田公民館 

文庫のつどい 

｢講演会」 
11 月 19 日 34 人 

市読書会連合会及び市民を対象に講演会を市読書

会連合会と共催した。 

・講師：鈴木喜代春 先生 

・演題：｢本から学ぶ生きる力｣ 

・場所：千代田公民館 

秋の読書週

間作品募集

及び表彰 

10 月 27 日

から 

11月9日ま

で 

161 人 

（延べ） 

秋の読書週間にあわせ、読書感想文、標語、ポス

ター・習字等の作品を募集して図書館内に展示し、

図書館協議会委員に審査を依頼し、優秀作品に賞

状・記念品を授与した。(出展数：一般 18 点、小

中学生 143 点) 

図書館協議

会の開催 

５月 

１０月 

３月 

 

図書館の運営に関し館長の諮問に応じるととも

に、図書館奉仕につき館長に対して意見を伺った。

（委員：10 名 任期：2年） 

  

○貸出冊数  本館                         

一般図書 児童図書 紙芝居 参考図書 ＣＤ・DVD ビデオ 

36,455 

 
24,507   624   27  5,880  1,085 

雑誌 その他 合      計 

3,840 7,791 80,209 冊（73,254 冊） 

※（ ）内は、昨年度の実績です。   

○貸出人数                                

 

○入館者数 本館                 （人） 

一般 児童・生徒 合    計 

33,817 11,690 45,507（47,382） 

※（ ）内は、昨年度の実績です。 

 

○平成２３年度貸出状況 分館 

（１）貸出冊数                          

一般図書 児童図書 紙芝居 参考図書 ＣＤ・DVD ビデオ 

3,015 3,144 1 1 ― 1 

雑誌 その他 合      計 

67 63 6,304 冊（7,907 冊） 

 

（２）貸出人数  １，８９１人（２，１５２人） ※（ ）内は、昨年度の実績です。 

 

２２，５１２人（２０，６３３人）※（ ）内は、昨年度の実績です。 
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○かすみがうら市立図書館の概要 

 所在地：かすみがうら市深谷３７１９番地１（あじさい館内） 

 職員数：７名（内専任１名・兼任１名・嘱託職員１名・臨時職員４名）司書資格者６名 

 開館日：平成 10 年４月 8 日 

 規 模：鉄筋コンクリート造、平屋建 1,127 ㎡ 

     TEL 029－897－0647  FAX 029－897－0385 

 

○かすみがうら市立図書館千代田分館の概要（千代田公民館内） 

 所在地：かすみがうら市上佐谷９９１番地５ 

 職員数：１名（内兼任１名） 

 開館日：昭和 53 年 12 月 1 日 

 規 模：鉄筋コンクリート造、２階建 85.04 ㎡（千代田公民館内） 

     TEL 0299－59－5252 FAX 0299－59－5253 
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（ ）

事
業
概
要

実施の背景

目　的
（何をどうしたいのか）

7,340

千円

7,340 千円

千円

千円

結婚支援事業

秘書広聴課・市民協働係

事務区分

千円

千円

0.8 人

人

事業シート（概要説明書）

事業開始年度

作成責任者

担当局・部名 市長公室

課長　高田忠

予算事業名 平成18年度

上位施策事業名

未婚化や晩婚化の要因として、「男女の出会いの機会の減少」や「身近に結婚を相談する人が
いない」といったことが挙げられている。このため、その解決の一助として、市や石岡・土浦
の地域において、出会いの場の提供や結婚相談・紹介の事業を展開している。

23年度（決算） 22年度（決算） 21年度（決算）

■直接実施

市内及び近隣の未婚者

24年度（予算）

7,340 千円

国県支出金の内容

千円

6,398

事
業
費

千円

千円 7,495

□補助金〔直接・間接〕（補助先：　　　    　　実施主体：  　　　 　　　）

1,225千円1,419

千円

担当課･係名

□貸付（貸付先：　　　　　　　　　）□その他（　　　　　　　　　　　　）

事業内容
（手段、手法など）

0.8 人人
件
費

4,5720.6

人

総事業費

かすみがうら市総合計画第５章第２節　男女共同参画の推進

実施方法

対象者数（全住民に対する割合）

事業費合計 千円

対　象
（誰・何を対象に） ％

根拠法令等

■自治事務　　□法定受託事務

関連事業
（同一目的事業等）

農業後継者対策事業（農業委員会所管）：土浦市・石岡市と合同で農業後継者を対象とした婚活パー
ティーの開催を行っている。

6,398

生活様式の多様化により未婚化や晩婚化が進み、少子化や人口の減少、男女が協力した家庭生活と
いったことが社会全体の課題となっている。

千円

千円

千円

人

□業務委託 又は □指定管理　（委託先又は指定管理者：　　　　　　　　　　　　　　　　　）

コ
ス
ト

千円

人担当正職員

人件費合計

千円

国県支出金

千円

0.8 千円

臨時職員等

4,572

財源

内訳

地方債

5,991

人

千円

一般財源

5,991 7,584財源合計

7,584

0.6

千円

5,991 千円

その他特財の内容

千円

7,584 千円

千円

千円

942

千円6,3590.8 人

結婚相談員報酬　156,000円(7/14：4,000円×13名、10/17：4,000円×10名、2/15：4,000円×16名）
結婚相談員視察研修旅費　174,000円（14,600円×10人(委員)、13,000円×2人(職員随行)）
結婚相談委員会事務用品・お茶　8,694円
ふれあいパーティー司会者謝礼　7,950円、ふれあいパーティー参加者記念品　14,160円
ふれあいパーティー広告料　21,000円、ふれあいパーティー会場使用料　147,591円
石岡地方結婚相談所運営協議会負担金　309,000円
農業後継者ふれあい交流パーティー(農業委員会)　103,600円

千円

千円

千円

千円

7,495 千円

6,237

1,258 千円

人

千円

人 6,237

人

千円

7,495

千円

千円

千円

千円

事業費内訳
（平成23年度分）

１．結婚相談委員会の運営(事業費676,000円)
　　結婚相談員を委嘱し(現在23名)、年に4回委員会を開催し、市の結婚支援事業に対する助言、及び
　　相談員が持ち寄った紹介書を活用しての情報交換会を行っている。また、毎年視察研修を実施し
　　活動の進展を図っている。
２．結婚相談業務
　　結婚相談員による相談の受付を行っている。広報誌等で相談員を紹介し、電話番号を載せること
　　で近くの相談員にいつでも相談できるようにしている。また、相談所を開設し、相談員と直接話
　　し合う場も設けている。
３．ふれあいパーティー及びセミナーの開催(事業費445,000円)
　　市内のみならず市外からも参加者を募り、婚活パーティーを開催している。また、パーティー開
　　始前に自己を磨くためのセミナーを開催し、効果が上がるよう工夫している。
４．石岡地方結婚相談所
　　石岡・小美玉・かすみがうら市で結婚相談業務を行っている。毎月1回会議を開いて情報交換を
　　行っている。市では負担金（298,000円（人口割））を支払っている。

その他特財

0.8 人

人 6,359 0.8

事業番号２－１ 平成24年度 

ここから成果指標を導きます。
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結婚支援事業

事業シート（概要説明書）

事業開始年度予算事業名 平成18年度

事業番号２－１ 平成24年度 

比較参考値
（他自治体での類似

事業の例など）

いばらき出会いサポートセンター(茨城県と労福協が共同で設立した任意団体)
・会員制のパートナー探しの支援(入会費10,500円で3年間有効、会員はセンターでプロフィール検
　索、お見合い申込み)
・ふれあいパーティーの開催（Ｈ23は222回）開設6年で成婚数831組
・結婚を支援する個人・団体の育成・支援

※県内市町村の実施状況は別紙参照

3回

Ｈ22年度

出会いから結婚に至るまでには相当の時間が必要になってくる。また、パーティーの場で会話
が弾まないなど、コミュニケーション力の課題が見受けられるため、成婚率ではなくパー
ティーやセミナー等の数字を目標としている。

単位

カップリングパーティー等の回数

カップリングパーティーの参加者の傾向として40代の男性の申込が非常に多く、40代以上限定のパー
ティーを開催するなど、ニーズに合った内容の検討が必要となっている。
また、魅力ある自分をアピールできるよう、表現力やマナーアップといったセミナー等の開催が効果的で
あると考えている。
結婚相談委員会については、パーティー等の事業で成果を上げている一方、市内での紹介書の件数が少な
く、県サポートセンター紹介書の活用等について検討していく必要がある。

166,567

パーティー・セミナー等への参加者数 人 107 63

3 2

Ｈ21年度

【成果指標名】 Ｈ23年度

80

Ｈ23年度

Ｈ21年度

287,220236,057

Ｈ22年度

特記事項

単位当たりコスト

事業の自己評価
(今後の事業の方向

性、課題等)

平成22年度以前は農業委員会が所管。
平成23年度は生涯学習課が所管。決算の負担金のうち103,600円は農業後継者ふれあい交流事業（農業委
員会所管）を含む。

事
業
実
績

【活動指標名】

カップリングパー
ティ等の回数

活動実績

円／
カップリングパー

ティー等費用

単位

事
業
成
果

成果
（目標達成状況）

成果目標
（指標設定理由等）

他自治体のみならず、国や都道府県、民間との比較も必要に応じて記載。
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男 女 成婚数

1 水 戸 市 商工課 ○
はたらく男女のふれあい
STORY

（財）水戸市勤労者福祉サー
ビスセンター
（ひたちなか市センターと共
催）

18年度～
665,000

（2センター合

計）
45 28

ｶｯﾌﾟﾙ
７

勤労者
福祉

現状

2 日 立 市
こども福祉課
少子化対策室

○
ペアレント交流会
ふれあいパーティー等

ひたち出会い応援協議
会

16年度～ 0 218 216
ｶｯﾌﾟ
ﾙ31

少子化 現状

3 土 浦 市 農業委員会 ○
ふれあい交流事業
（かすみがうら市・石岡市と共
催）

３市合同 9年度～ 130,000 21 15
ｶｯﾌﾟ

ﾙ6
農林水
産

現状

4 古 河 市 社会福祉協議会 ○ ハートフルパーティ 社会福祉協議会
昭和63年
度～

108,000 少子化 現状

5 生活環境課
石岡地方結婚相談所運営協議
会
ふれあいパーティー

石岡地方結婚相談所運営協
議会（石岡市・かすみがうら
市・小美玉市の負担金）

昭和59年
度～

380,000 34 35
ｶｯﾌﾟ

ﾙ8
少子化
市町村

現状

農業委員会
ふれあい交流事業
（かすみがうら市・土浦市と共
催）

３市合同 9年度～ 165,000 21 15
ｶｯﾌﾟ

ﾙ6
農林水
産 現状

6 結 城 市 子ども福祉課 ○
独身者相互交流会 JA北つくば結城青年部

（市補助）
2年度～ 未定 0 0 0

農林水
産 現状

7 龍ケ崎市 こども課 ○
出会いのサポート推進事
業

市 23年度～ 参加者負担 18 19
ｶｯﾌﾟ

ﾙ8
少子化 現状

8 下 妻 市 市民協働課 -

9 常総市 市民課 ○
ふれあいサポート事業
（3回予定）

常総市ふれあいサポー
ター連絡会

21年度～ 300,000 70 44
ｶｯﾌﾟ

ﾙ3
少子化 現状

10

・石釜ピザ＆森林浴
・そば打ち体験交流会
・笠間焼き物つくりと出雲
大社参拝　等

NPO法人グリーンピュ
ア常陸太田（委託）

19年度～ 1,180,000 121 87
ｶｯﾌﾟ
ﾙ40

結婚活動応援事業費補助
金

市 24年度～ 500,000

11 高 萩 市
まちづくり観
光課

○
ふれあいパーティー開催
予定

市 22年度～ 0 0 0 0 少子化 現状

12 北茨城市 商工観光課 ○

・石釜ピザ＆パワーストー
ンづくり（Ｈ24.6.3）
・ディズニーファン婚活
・クリスマスパーティー

北茨城市商工会 21年度～ 1,400,000 106 53

ｶｯﾌﾟ
ﾙ

40
成婚

3

少子化 現状

13 秋ＦＥＳ 市 23年度 未定 46 46 少子化 拡大

出会い創出支援事業助成
金

市 20年度～ 400,000 4事業に助成 少子化・
農林水産 拡大

いばらき出会いサポートセン
ター入会助成金

市 20年度～ 75,000
8名

助成
10名
助成

少子化 拡大

14 取 手 市 産業振興課 -

15 牛 久 市 市民活動課 ○
ふれあいパーティー(2回予
定)

牛久市ネットワーカー連
絡協議会

21年度～ 参加費負担 70 46
ｶｯﾌﾟ
ﾙ23

少子化 現状

16 つ く ば 市 農業行政課 ○ 農家後継者結婚支援事業 市(農業委員会) 7年度～ 673,000 8 9
ｶｯﾌﾟ

ﾙ1
農林水
産 現状

社会福祉課 出会いのイベント 市社会福祉協議会 13年度～

274000(結婚相
談事業総予算
(イベント参加

費を含む))

18 19
ｶｯﾌﾟ

ﾙ5
社会福
祉

現状

商工振興課
はたらく男女のふれあい
STORY

(財)ひたちなか市生活・文化・ス
ポーツ公社　勤労者福祉サービ
スセンター

16年度～ 1,133,000 75 61
ｶｯﾌﾟ

ﾙ
7

少子化
市町村

現状

若人のつどい(8月)
男女10名ずつのお見合い
若人のつどい(10月)
独身男女の親10名ずつのお見
合い
パレンタイン婚活パーティー
（H24.12実施予定）

34 36
ｶｯﾌﾟ

ﾙ
パレンタイン婚活パーティー
（H25.2実施予定）

34 35
ｶｯﾌﾟ

ﾙ

農業委員会
鹿嶋市農業後継者結婚報奨
金
　　結婚者１組　20,000円

市 7年度～ 0 0 0 0 農林水産 現状

19 潮 来 市 社会福祉課 ○ ふれあいパーティー等 市 7年度～ 225,000 20 20
ｶｯﾌﾟ

ﾙ7
農林水産
少子化 現状

20 守 谷 市 児童福祉課 -

21 常陸大宮市 商工観光課 ○

はたらく男女のふれあい
パーティー
（H24.5実施）（H24.11月実施予
定）

市勤労者福祉事業団
（市補助）

13年度～ 490,500 48 46
ｶｯﾌﾟ
ﾙ11

少子化 現状

18

カシマインフォメーション
サロン（鹿嶋市・神栖市

補助）

○17

少子化
市町村

茨城県保健福祉部子ども家庭課少子化対策室

事業継続
の意向

担当課 事業名 事業主体

○

事業
実施
の

有無

石 岡 市 ○

企画課

ひたちなか市

市民活動課

常陸太田市 企画課 ○

笠 間 市

鹿 嶋 市 ○

H24年６月１日現在

少子化 拡大

24年度

5年度～

実施年度
事業
の

目的

24年度
予算
（円）

参加者数等
（23年度実績）

※合同開催による重複あり

現状
1,000,000
（２市で負

担）

① 出会いの場の提供事業 （平成24年度）    

中止 
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男 女 成婚数

事業継続
の意向

担当課 事業名 事業主体

事業
実施
の

有無

実施年度
事業
の

目的

24年度
予算
（円）

参加者数等
（23年度実績）

※合同開催による重複あり

22 那 珂 市 市民活動課 -

23 筑 西 市 農政課 -

24 坂 東 市 秘書広聴課 ○

坂東市結婚相談事業
（独身男女のふれあいバスツ
アー，マナー講座＆パー
ティー）

市 12年度～ 548,000 30 23
ｶｯﾌﾟ

ﾙ7

少子化
市町村
社会福
祉

現状

25 稲 敷 市 秘書広聴課 ○
稲敷市お見合いパー
ティー事業

稲敷市商工会青年部 20年度～
700,000

（補助金）
52 48

ｶｯﾌﾟ
ﾙ11

少子化
市町村

現状

26 ふれあいパーティー
石岡地方結婚相談所運
営協議会

昭和61年
度～

298,000 34 35
ｶｯﾌﾟ

ﾙ8
ふれあい交流事業
（24年度2回実施予定）

市 18年度～ 211,000 19 18
ｶｯﾌﾟ

ﾙ6

農業委員会
ふれあい交流事業
（石岡市・土浦市と共催）

３市合同 9年度～ 110,000 21 15
ｶｯﾌﾟ

ﾙ6

27 桜川市 企画課 ○

アーリーサマーパーティー
オータムパーティー
わいわいクッキング２
婚活セミナー

市 21年度～ 0 43 39
ｶｯﾌﾟ

ﾙ6
男女共
同参画 拡大

若人のつどい(8月)
男女10名ずつのお見合い
若人のつどい(10月)
独身男女の親10名ずつのお見
合い
パレンタイン婚活パーティー
（H24.12実施予定）

34 36
ｶｯﾌﾟ

ﾙ
パレンタイン婚活パーティー
（H25.2実施予定）

34 35
ｶｯﾌﾟ

ﾙ
12

29 行 方 市 企画政策課 ○
結婚対策支援事業
（ふれあいパーティーの開催）

市 19年度～ 1,328,000 130 103
ｶｯﾌﾟ

ﾙ
38

農林水産
少子化
市町村

拡大

30 鉾田市 子ども家庭課 -

31 つくばみらい市 市民サポート課 ○ 嫁に来ないか 市 23年度～ 765,500 34 26
少子化
市町村 現状

32 小美玉市 地域振興課 ○ ふれあいパーティー
石岡地方結婚相談所運営協議
会

昭和61年
度～

344,000 34 35
ｶｯﾌﾟ

ﾙ8
少子化
市町村 現状

33 茨 城 町 社会福祉課 ○
自己表現力ＵＰセミナー＆Ｔea
パーティー

社会福祉協議会 21年度～ 310,000 45 28
ｶｯﾌﾟﾙ

10
少子化 現状

34 大 洗 町
社会福祉協
議会 ○ 男女ふれあいパーティー

大洗町結婚をすすめる
会（社会福祉協議会の
ボランティア団体）

　　　100,000
（結婚をすすめ
る会へ１年間
の活動費として
社協から助成）

少子化 現状

35 城 里 町 健康福祉課 -

36 東 海 村 経済課 -

ふれあいパーティー 町 21年度～ 373,000 48 42
ｶｯﾌﾟﾙ

10
少子化 現状

37
ベストパートナー助成金
（サポートセンター入会者への助成） 町 20年度～ 100,000 少子化 現状

38 MIHOカップリングパーティー
美浦村商工会青年部
（村助成）

21年度～
400,000
（村助成
160,000）

24 24

産業後継者結婚仲介活動奨励
金(補助金)

美浦村産業後継者結婚
促進協議会

10年度～
30,000
(補助金)

1

39 阿 見 町
町民活動推
進課

○
ﾌｨｰﾘﾝｸﾞﾊﾟｰﾃｨｰ
（8/18，12月，3月予定）

阿見町社会福祉協議会
（町補助）

7年度～
1,221,000円

（町補助）
673,000円

80 58
ｶｯﾌﾟ
ﾙ25

少子化
市町村
社会福
祉

見直し

40 河 内 町 福祉課 -

41 八千代町 産業振興課 ○
・結婚支援事業「ふれあいハ
イキング」(7月15日実施)
・恋愛セミナー(7月1日実施)

八千代町農業後継者育
成対策協議会

21年度～
947,000円

　(町負担400千
円）

57 58
ｶｯﾌﾟ
ﾙ14

少子化
農林水
産

現状

42 五 霞 町 健康福祉課 -

43 境    町 企画公聴課 -

44 利 根 町 農業委員会 -

28
カシマインフォメーション
サロン（鹿嶋市・神栖市

補助）

1,000,000
（２市で負

担）
5年度～

少子化
市町村

美 浦 村 総務課 ○
少子化
市町村

24年度

○

かすみがうら市 ○

秘書広聴課

神栖市 市民協働課

現状

農林水
産
少子化
市町村

現状

現状

大 子 町 企画観光課 ○
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H24年6月１日現在

結婚相
談員数

委嘱
活動手当
（年/円）

日当
（円）

結婚成立
１件あたり

（円）
その他 男 女

農業委員会事
務局

29
水戸市農業後
継者結婚対策
事業

農業委員会 50,000 0 0
０

(116)

社会福祉協議会 8
水戸市社会福
祉協議会結婚
相談所

社会福祉協
議会

主任
3,500
一般
2,500

旅費2,000円/回 33 24
5

（143）

2 日立市 -

3 土 浦 市 農業委員会 ○ 20
土浦市農業後
継者結婚対策
推進協議会

農業委員
会

100,000 14 6 1

4 古 河 市 社会福祉協議会 ○ 8
古河市社会福
祉協議会結婚
相談所

社会福祉協
議会

2,000 75 33 2

5 石 岡 市 生活環境課 ○ 24
石岡地方結婚
相談所

石岡地方結
婚相談所運
営協議会

12,000 2,500 0
年間２組以上結婚
媒酌の場合に記念
品感謝状

48 28 7

6 結城市 -

7 龍ケ崎市 こども課 -

8 下 妻 市 市民協働課 ○ 13
下妻市結婚
相談推進事
業

市 20,000 0 30,000

農業商業後
継者の縁組
のみの結婚
媒酌奨励金

13 1
0

(10)

9 常総市 市民課 ○ 20
結婚相談事
業

市 30,000 月額3,000円 78 38 3

10 常陸太田市 企画課 ○ 2
(その他)

結婚相談セ
ンター「ＹＯＵ
愛ネット」

市 0 0 0
月額78,000円
（週2日勤務）

191 97 12

11 高萩市 -

12 北茨城市 -

13 笠間市 -

14 取手市 -

15 牛久市 -

16 つくば市 農業行政課 -
農業後継者
結婚支援事
業

市

17 ひたちなか市 社会福祉課 ○ 8
ひたちなか
市結婚相談
所

市社会福祉
協議会

0
謝金3,000円/
回

88 50
0

(2)

18 鹿嶋市 -

19 潮来市 -

20 守谷市 -

21 常陸大宮市 商工観光課 ○ 11
(その他)

結婚相談事
業

大宮地域女
性団体連絡
会

38 7 0

22 那 珂 市
シルバー人材
センター

○ 12 結婚相談所 市 1,000 33 16
1

（9）

23 筑 西 市 農政課 ○ 20
筑西市農業
後継者縁組
対策委員会

筑西市農
業後継者
縁組対策
委員会

0

会議（隔月
（奇数月））の
参加謝礼とし
て3,500円/回

182 100 0

24 20
坂東市結婚相
談員連絡協議
会

市 0
会議出
席時
5,000円

20,000
相談所当番
報酬5,000円

1
結婚相談推進
員

市 1,200,000

坂 東 市 秘書広聴課 ○ 169 62
5

(33)

1

市町村 担当課

水 戸 市 ○

結婚相
談員の
有無

茨城県保健福祉部子ども家庭課少子化対策室

H23年度

成婚者

（組）
＊（　）内

は
累計

結婚相談員への報酬等

結婚相談所名
又は事業名

実施主体

相談所
登録者

② 結婚相談事業（平成24年
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結婚相
談員数

委嘱
活動手当
（年/円）

日当
（円）

結婚成立
１件あたり

（円）
その他 男 女

市町村 担当課
結婚相
談員の
有無

H23年度

成婚者

（組）
＊（　）内

は
累計

結婚相談員への報酬等

結婚相談所名
又は事業名

実施主体

相談所
登録者

25 稲敷市 秘書広聴課 ○ 6
(その他)

ハピネスサ
ポート事業

ハピネスサ
ポートいな
しき

500 23 4
1

（1）

26 かすみがうら市 農業委員会 ○ 20
かすみがうら市
結婚相談委員
会

4,000 101 56
0

(11)

27 桜川市 農林課 ○ 8
桜川市農業後
継者結婚相談
員

市 25,000 22 8 0

28 神栖市 -

29 行方市 -

30 鉾田市 子ども家庭課 -

31 つくばみらい市 市民サポート課 -

32 小美玉市 地域振興課 ○ 21
小美玉市結婚
相談連絡会

25,000 30,000 178 91 3

33 茨 城 町 -

34 大洗町 社会福祉協議会 ○ 8
(その他)

大洗町結婚
をすすめる
会

0 39 18
0

(0)

35 城里町 -

36 東海村 -

37 大子町 -

38 美浦村 -

39 阿 見 町
町民活動推進
課

○ 9
阿見町結婚
相談所

20,000 700 62 30 3

40 河 内 町 福祉課 ○ 15
河内町結婚
相談所

河内町社会
福祉協議会

10,000 2,000 20 4 0

41 八千代町 産業振興課 ○ 19
八千代町後
継者育成対
策協議会

八千代町 4,500 30,000

農家後継者・小
規模企業の縁組
みの仲人に報奨
金

0

42 五 霞 町 -

43 境    町 -

44 利 根 町
＊結婚相談所
事業はH19.5
で解散

-

相談会の
都度募集
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（ ）

事
業
概
要

実施の背景

目　的
（何をどうしたいのか）

22,032

千円

22,032 千円

千円

千円

都市公園維持管理事業

都市整備課・都市計画係

事務区分

千円

千円

0.6 人

人

事業シート（概要説明書）

事業開始年度

作成責任者

担当局・部名 土木部

課長　木川祐一

予算事業名 昭和54年度

都市公園法第２条の３

上位施策事業名

安全で快適な環境づくりに寄与するため、幅広い年齢層のコミュニケーション及び憩いの場を
提供する。

23年度（決算） 22年度（決算） 21年度（決算）

■直接実施

全市民

24年度（予算）

22,032 千円

国県支出金の内容

千円

4,799

事
業
費

千円

千円 22,288

□補助金〔直接・間接〕（補助先：　　　    　　実施主体：  　　　 　　　）

16,489千円19,121

千円

担当課･係名

□貸付（貸付先：　　　　　　　　　）□その他（　　　　　　　　　　　　）

事業内容
（手段、手法など）

0.6 人人
件
費

6,0960.8

人

総事業費

かすみがうら市総合計画第１章第３節　快適な住環境の整備

実施方法

対象者数（全住民に対する割合）

事業費合計 千円

対　象
（誰・何を対象に） ％

根拠法令等

■自治事務　　□法定受託事務

関連事業
（同一目的事業等）

4,799

市内にある都市公園７箇所（約６．５ｈａ）において、草刈、樹木の剪定、トイレ清掃、修繕、遊具施設の保
守点検等を実施し、市民の憩いの場として良好な状態に維持管理している事業。

千円

千円

千円

人

□業務委託 又は □指定管理　（委託先又は指定管理者：　　　　　　　　　　　　　　　　　）

コ
ス
ト

千円

人担当正職員

人件費合計

千円

国県支出金

千円

0.6 千円

臨時職員等

6,096

財源

内訳

地方債

25,217

人

千円

一般財源

25,217 21,258財源合計

21,258

0.8

千円

25,217 千円

その他特財の内容

千円

21,258 千円

千円

千円

17,233

千円4,7690.6 人

需用費　　　　　　 1,879,006円
役務費　              15,750円
委託料           　4,395,595円　   ※詳細は補足資料のとおり
使用料及び賃借料　10,911,259円
原材料費　            32,130円

千円

千円

千円

千円

22,288 千円

4,678

17,610 千円

人

千円

人 4,678

人

千円

22,288

千円

千円

千円

千円

事業費内訳
（平成23年度分）

都市公園を良好な状態に維持管理している事業。都市公園（７箇所）を担当職員２名で巡回
し、施設点検や軽度の修繕作業を行っており、草刈作業、樹木剪定、公園清掃作業について
は、シルバー人材センターや民間業者に委託し、また、施設修繕、砂場検査、遊具点検作業等
については専門業者に委託して対応している。
このほか、公園７箇所のうち４箇所については、公園用地が借地であることから、毎年賃借料
を支払い、管理運営を行っている。

その他特財

0.6 人

人 4,769 0.6

事業番号２－２ 平成24年度 

ここから成果指標を導きます。
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都市公園維持管理事業

事業シート（概要説明書）

事業開始年度予算事業名 昭和54年度

事業番号２－２ 平成24年度 

比較参考値
（他自治体での類似

事業の例など）

土浦市　　維持管理事業費（都市公園53箇所、緑地等25箇所　計78箇所）265,885千円（H23予算額）
石岡市　　維持管理事業費（都市公園35箇所）48,873千円（H23決算額）
小美玉市　維持管理事業費（都市公園16箇所） 6,855千円(H23決算額）

7

22回

草刈公園数

Ｈ22年度

公園施設を快適に利用してもらうために苦情件数を成果実績とした。

単位

77

公園の見回り回数

公園内施設の落書きや器物損壊及びごみの不法投棄など利用者のマナーに苦慮している部分もあるが、公
園を快適かつ安全に利用してもらうよう、適切な維持管理運営を実施している。今後の検討課題として、
維持管理費全体の６割以上が公園用地の賃貸借料金となっていることから、関係部局と調整のうえ賃貸借
料金を見直しを図り、コスト軽減に努めるとともに、地域住民の憩いの場として提供していく。

341

公園に関する苦情 回 2 5

24 21

Ｈ21年度

【成果指標名】 Ｈ23年度

3

Ｈ23年度

Ｈ21年度

345329

Ｈ22年度

特記事項

単位当たりコスト

事業の自己評価
(今後の事業の方向

性、課題等)

大塚自然体験の森公園においては、平成２５年３月３１日までの賃貸借契約となっているが、今後は契約更新しないこ
とから、平成２５年度以降は地権者へ返還する。（地権者了承済み）
返還理由　利用者の減少（隣接地に大塚ファミリー公園がある）
　　　　　地域住民から要望（子供達の溜まり場による治安悪化）
　　　　　過去に遊具施設（アスレッチック施設）の不審火による火災が発生した（既に撤去済み）　など。

事
業
実
績

【活動指標名】

公園面積(㎡)

活動実績

円

箇所

／総事業費

単位

事
業
成
果

成果
（目標達成状況）

成果目標
（指標設定理由等）

他自治体のみならず、国や都道府県、民間との比較も必要に応じて記載。
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人件費

材料費等

（ ）

（ ）

（ ）

財務諸表URL

特記事項

負債総額：　　　円　　　資本総額：　　　円
利益剰余金（もしくは欠損金）：　　　円

団体概要

役
職
員

（単位：人）

出資比率

千円

千円

資本金

市出資金

常勤

役員

非常勤 うち
（出向／OB）

委託・指定管理・補助　対象団体シート（概要説明書）
予算事業名 都市公園維持管理事業 事業開始年度 昭和54年度

国からの財政支出金

団体名 かすみがうら市シルバー人材センター

団体への
支出根拠

（選定経過等、
支出先の妥当

性）

都市公園７箇所において、草刈・樹木剪定・清掃の維持管理業務を行っている。（第２常陸野公園は清掃業務のみ）
契約方法：単価契約

1,352

当該事業の
団体における
収支状況

1,765 千円

千円

1,765

補助金

その他

その他

千円

千円

千円

1,765

95

千円

千円

千円

県からの財政支出金

市町村からの財政支出金 1,765 千円

千円

支出収入

千円

318

千円

％ 職員

うち
（出向／OB）

うち
（出向／OB）

千円

千円

千円

千円

委託料・指定管理料

団体全体の
収支状況

収入 支出

国からの財政支出金 千円 事業費 千円

県からの財政支出金 千円 管理費 千円

市町村からの財政支出金 千円 人件費

委託料・指定管理料

総計 千円 収支差 千円

その他 千円

その他 千円

千円

事務費

千円 千円

補助金 千円

その他

※委託料は設計ベースのため、収入と一致しない場合あり。

総計 千円

監事

総計 総計

平成23事業番号２－２ 平成24年度
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（ ）

（ ）

（ ）

※委託料は設計ベースのため、収入と一致しない場合あり。

総計 千円 収支差 千円

その他 千円

総計 千円

その他 千円

千円

委託料・指定管理料 千円 千円

補助金 千円

その他

千円

団体全体の
収支状況

収入 支出

国からの財政支出金 千円 事業費 千円

県からの財政支出金 千円 管理費 千円

市町村からの財政支出金 千円 人件費

監事

総計 総計

千円

％ 職員

うち
（出向／OB）

うち
（出向／OB）

千円千円

千円

県からの財政支出金

市町村からの財政支出金 32 千円

千円

支出収入

千円

委託料・指定管理料

千円

千円

32

案内看板作成及び設置業務一式 千円

千円

千円

委託・指定管理・補助　対象団体シート（概要説明書）
予算事業名 都市公園維持管理事業 事業開始年度 昭和54年度

国からの財政支出金

団体名 （有）フジイ工芸

団体への
支出根拠

（選定経過等、
支出先の妥当

性）

逆西第１児童公園において案内看板設置を委託
契約方法：随意契約（地方自治法施行令１６７条の２第１項第１号）

32

当該事業の
団体における
収支状況

32 千円

千円

32

補助金

その他

その他

千円

財務諸表URL

特記事項

負債総額：　　　円　　　資本総額：　　　円
利益剰余金（もしくは欠損金）：　　　円

団体概要

役
職
員

（単位：人）

出資比率

千円

千円

資本金

市出資金

常勤

役員

非常勤 うち
（出向／OB）

平成23事業番号２－２ 平成24年度
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（ ）

（ ）

（ ）

※委託料は設計ベースのため、収入と一致しない場合あり。

総計 千円 収支差 千円

その他 千円

総計 千円

その他 千円

千円

委託料・指定管理料 千円 千円

補助金 千円

その他

千円

団体全体の
収支状況

収入 支出

国からの財政支出金 千円 事業費 千円

県からの財政支出金 千円 管理費 千円

市町村からの財政支出金 千円 人件費

監事

総計 総計

千円

％ 職員

うち
（出向／OB）

うち
（出向／OB）

千円千円

千円

県からの財政支出金

市町村からの財政支出金 42 千円

千円

支出収入

千円

委託料・指定管理料

千円

千円

42

大腸菌検査業務委託一式（１箇所10,500円） 千円

千円

千円

委託・指定管理・補助　対象団体シート（概要説明書）
予算事業名 都市公園維持管理事業 事業開始年度 昭和54年度

国からの財政支出金

団体名 （株）三菱化学アナリック

団体への
支出根拠

（選定経過等、
支出先の妥当

性）

都市公園４箇所（逆西第１児童公園、桜塚公園、稲吉ふれあい公園、大塚ファミリー公園）において、砂場の大腸菌検査を
委託。
契約方法：随意契約（地方自治法施行令１６７条の２第１項第１号）

42

当該事業の
団体における
収支状況

42 千円

千円

42

補助金

その他

その他

千円

財務諸表URL

特記事項

負債総額：　　　円　　　資本総額：　　　円
利益剰余金（もしくは欠損金）：　　　円

団体概要

役
職
員

（単位：人）

出資比率

千円

千円

資本金

市出資金

常勤

役員

非常勤 うち
（出向／OB）

平成23事業番号２－２ 平成24年度

84



（ ）

（ ）

（ ）

財務諸表URL

特記事項

負債総額：　　　円　　　資本総額：　　　円
利益剰余金（もしくは欠損金）：　　　円

団体概要

役
職
員

（単位：人）

出資比率

千円

千円

資本金

市出資金

常勤

役員

非常勤 うち
（出向／OB）

委託・指定管理・補助　対象団体シート（概要説明書）
予算事業名 都市公園維持管理事業 事業開始年度 昭和54年度

国からの財政支出金

団体名 （株）三和メック

団体への
支出根拠

（選定経過等、
支出先の妥当

性）

都市公園４箇所（逆西第１児童公園、桜塚公園、稲吉ふれあい公園、大塚ファミリー公園）において、公園内遊具施設の点
検業務委託。
契約方法：随意契約（地方自治法施行令１６７条の２第１項第１号）

79

当該事業の
団体における
収支状況

79 千円

千円

79

補助金

その他

その他

千円

千円

千円

県からの財政支出金

市町村からの財政支出金 79 千円

千円

支出収入

千円

委託料・指定管理料

千円

千円

79

大腸菌検査業務委託一式（１箇所19,950円） 千円

千円

千円

監事

総計 総計

千円

％ 職員

うち
（出向／OB）

うち
（出向／OB）

千円

千円

団体全体の
収支状況

収入 支出

国からの財政支出金 千円 事業費 千円

県からの財政支出金 千円 管理費 千円

市町村からの財政支出金 千円 人件費

委託料・指定管理料 千円 千円

補助金 千円

その他

※委託料は設計ベースのため、収入と一致しない場合あり。

総計 千円 収支差 千円

その他 千円

総計 千円

その他 千円

千円

平成23事業番号２－２ 平成24年度
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（ ）

（ ）

（ ）

財務諸表URL

特記事項

負債総額：　　　円　　　資本総額：　　　円
利益剰余金（もしくは欠損金）：　　　円

団体概要

役
職
員

（単位：人）

出資比率

千円

千円

資本金

市出資金

常勤

役員

非常勤 うち
（出向／OB）

委託・指定管理・補助　対象団体シート（概要説明書）
予算事業名 都市公園維持管理事業 事業開始年度 昭和54年度

国からの財政支出金

団体名 （有）千代田緑建

団体への
支出根拠

（選定経過等、
支出先の妥当

性）

第２常陸野公園において、草刈・樹木剪定・除草剤散布等の維持管理業務を行っている。（清掃業務はシルバー人材セン
ターに委託）
委託面積：45,209㎡
契約方法：随意契約（地方自治法施行令１６７条の２第１項第２号）

340

当該事業の
団体における
収支状況

2,200 千円

千円

2,200

補助金

その他

その他

千円

千円

千円

県からの財政支出金

市町村からの財政支出金 2,200 千円

千円

支出収入

千円

委託料・指定管理料

千円

160 千円

2,200

360

樹木殺虫剤・伐採除去

除草剤散布２回

草刈２回

千円

千円

千円

監事

総計 総計

千円

200

％ 職員

うち
（出向／OB）

うち
（出向／OB）

芝刈（平面・法面）２回

剪定・側溝清掃

目土賭・施肥

400

千円

諸経費・消費税 300 千円

440

団体全体の
収支状況

収入 支出

国からの財政支出金 千円 事業費 千円

県からの財政支出金 千円 管理費 千円

市町村からの財政支出金 千円 人件費

委託料・指定管理料 千円 千円

補助金 千円

その他

※委託料は設計ベースのため、収入と一致しない場合あり。

総計 千円 収支差 千円

その他 千円

総計 千円

その他 千円

千円

平成23事業番号２－２ 平成24年度
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（ ）

（ ）

（ ）

※委託料は設計ベースのため、収入と一致しない場合あり。

総計 千円 収支差 千円

その他 千円

総計 千円

その他 千円

千円

委託料・指定管理料 千円 千円

補助金 千円

その他

千円

団体全体の
収支状況

収入 支出

国からの財政支出金 千円 事業費 千円

県からの財政支出金 千円 管理費 千円

市町村からの財政支出金 千円 人件費

監事

総計 総計

千円

％ 職員

うち
（出向／OB）

うち
（出向／OB）

千円千円

千円

県からの財政支出金

市町村からの財政支出金 31 千円

千円

支出収入

千円

委託料・指定管理料

千円

千円

31

植木移殖工一式 千円

千円

千円

委託・指定管理・補助　対象団体シート（概要説明書）
予算事業名 都市公園維持管理事業 事業開始年度 昭和54年度

国からの財政支出金

団体名 （株）保コーポレーション

団体への
支出根拠

（選定経過等、
支出先の妥当

性）

逆西第１児童公園において、植木移殖工事を委託。
契約方法：随意契約（地方自治法施行令１６７条の２第１項第１号）

31

当該事業の
団体における
収支状況

31 千円

千円

31

補助金

その他

その他

千円

財務諸表URL

特記事項

負債総額：　　　円　　　資本総額：　　　円
利益剰余金（もしくは欠損金）：　　　円

団体概要

役
職
員

（単位：人）

出資比率

千円

千円

資本金

市出資金

常勤

役員

非常勤 うち
（出向／OB）

平成23事業番号２－２ 平成24年度
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（ ）

（ ）

（ ）

財務諸表URL

特記事項

負債総額：　　　円　　　資本総額：　　　円
利益剰余金（もしくは欠損金）：　　　円

団体概要

役
職
員

（単位：人）

出資比率

千円

千円

資本金

市出資金

常勤

役員

非常勤 うち
（出向／OB）

委託・指定管理・補助　対象団体シート（概要説明書）
予算事業名 都市公園維持管理事業 事業開始年度 昭和54年度

国からの財政支出金

団体名 木村造園土木

団体への
支出根拠

（選定経過等、
支出先の妥当

性）

逆西第１児童公園及び大塚ファミリー公園の樹木移殖と枝打ち剪定業務を委託。
契約方法：随意契約（地方自治法施行令１６７条の２第１項第１号）

89

当該事業の
団体における
収支状況

244 千円

千円

244

補助金

その他

その他

千円

千円

千円

県からの財政支出金

市町村からの財政支出金 244 千円

千円

支出収入

千円

委託料・指定管理料

千円

千円

244

逆西第１児童公園サザンカ移殖一式

大塚ファミリー公園ナラ樹木枝打ち剪定

千円

千円

千円

監事

総計 総計

千円

％ 職員

うち
（出向／OB）

うち
（出向／OB）

千円

千円

155

団体全体の
収支状況

収入 支出

国からの財政支出金 千円 事業費 千円

県からの財政支出金 千円 管理費 千円

市町村からの財政支出金 千円 人件費

委託料・指定管理料 千円 千円

補助金 千円

その他

※委託料は設計ベースのため、収入と一致しない場合あり。

総計 千円 収支差 千円

その他 千円

総計 千円

その他 千円

千円

平成23事業番号２－２ 平成24年度
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補
足
資
料

平
成
２
３
年
度
都
市
公
園
管
理
費
決
算
額
一
覧

単
位
：
円

公
園
名
・事

業
名

所
在
地

公
園
面
積
（㎡

）
委
託
業
者
状
況

委
託
料

需
用
費

役
務
費

原
材
料
費

土
地
借
上
料

第
２
常
陸
野
公
園

中
佐
谷
６
７
１
番
１

45
,2
09
（有

）千
代
田
緑
建

2,
20
0,
00
0

1
7
1
,5
9
2

2
,2
5
1
,3
9
0

逆
西
第
１
児
童
公
園

稲
吉
２
丁
目
２
６
１
３
番
３
６
４

2,
25
7
シ
ル
バ
ー
人
材
セ
ン
タ
ー

27
3,
12
8

9
3
,4
79

3
,9
2
8
,0
2
3

稲
吉
ふ
れ
あ
い
公
園

稲
吉
４
丁
目
３
６
８
５
番

4,
96
0
シ
ル
バ
ー
人
材
セ
ン
タ
ー

20
6,
37
1

9
9
,4
56

0

大
塚
フ
ァ
ミ
リ
ー
公
園

下
稲
吉
１
８
７
３
番
３

5,
08
4
シ
ル
バ
ー
人
材
セ
ン
タ
ー

35
2,
94
4

7
4
,9
94

2
,8
0
4
,7
9
2

桜
塚
公
園

下
稲
吉
２
６
０
７
番
７
２

1,
99
0
シ
ル
バ
ー
人
材
セ
ン
タ
ー

57
,4
28

6
3
,5
61

0

大
塚
自
然
体
験
の
森
公
園

下
稲
吉
１
８
７
３
番
１

3,
49
3
シ
ル
バ
ー
人
材
セ
ン
タ
ー

28
,3
22

2
2
,3
11

1
,9
2
7
,0
5
4

フ
ル
ー
ツ
公
園
通
り

稲
吉
２
丁
目

1,
65
8
シ
ル
バ
ー
人
材
セ
ン
タ
ー

16
0,
69
0

2
0
3
,5
8
2

0

公
園
清
掃
委
託
（ゴ
ミ
拾
い
・ト
イ
レ
清
掃
：週

２
回
）

シ
ル
バ
ー
人
材
セ
ン
タ
ー

68
6,
26
2

砂
場
大
腸
菌
検
査
委
託

（株
）三

菱
化
学
ア
ナ
リ
テ
ッ
ク

42
,0
00

遊
具
点
検
委
託
（次

回
H
２
５
）

（株
）三

和
メ
ッ
ク

79
,8
00

案
内
看
板
設
置
（逆

西
第
１
児
童
公
園
）

（有
）フ
ジ
イ
工
芸

32
,5
00

樹
木
移
殖
・剪

定
業
務
（逆

西
第
１
児
童
公
園
・大

塚
フ
ァ
ミ
リ
ー
公
園

木
村
造
園
土
木

24
4,
65
0

植
木
移
殖
工
事
（逆

西
第
１
児
童
公
園
）

（株
）保

コ
ー
ポ
レ
ー
シ
ョ
ン

31
,5
00

公
園
修
繕

1
,1
2
8
,9
8
1

公
園
管
理
用
消
耗
品
代

2
1
,0
50

砕
石
・川

砂
購
入

3
2
,1
30

稲
吉
ふ
れ
あ
い
公
園
ト
イ
レ
排
水
枡
バ
キ
ュ
ー
ム
（流

用
：委

託
費
→
役
務
費
）

（有
）千

代
田
衛
生

1
5
,7
50

合
計

64
,6
51

4,
39
5,
59
5

1
,8
7
9
,0
0
6

1
5
,7
50

3
2
,1
30

1
0
,9
11
,2
5
9

89



（ ）

（ ）

千円

啓発用品 89 千円 0 千円 0 千円 0 千円

千円

千円

5,165 千円

4,678

人

0.4

千円 千円

千円

千円

千円

その他特財

4,965

千円

3,721一般財源

6,462

財源

内訳

350

地方債

6,462

人

450

2,623財源合計

2,533

千円

6,012 千円 千円

千円

事
業
概
要

実施の背景

②接続補助金

①　５８３ 戸 3.6

23年度（決算）

コ
ス
ト

千円

人担当正職員

人件費合計

千円

国県支出金

千円

0.3 千円

臨時職員等

　下水道への接続工事に必要な資金の融資あっせん及び利子補給や、工事費の一部補助を行うことに
よって利用者の負担を軽減し、下水道への接続率向上を図る。

0.2

□業務委託 又は □指定管理　（委託先又は指定管理者：　　　　　　　　　　　　　　　　　）

872 千円 487 千円

①水洗便所改造資金融資あっせん及び利子補給（水洗便所改造資金利子補給金）
・対象者－下水道への接続工事をしようとする者。
・融資あっせんの額－１世帯につき１００万円以内
　（賃貸住宅の場合、１世帯又は１棟につき１５万円以内で、限度額１５０万円）
・利子補給の額－供用開始から３年以内　当該融資額に対する利子相当額
　　　　　　　　供用開始から３年超　　当該融資額に対する利子相当額の１／２
・償還期間及び方法－貸付を受けた日の翌月から６０ヶ月以内で元金均等月賦償還。
②下水道接続支援事業補助金
・対象者－下水道供用開始日から３年以内に接続工事をしようとする者。
・補助金の額－供用開始から１年以内　５０，０００円
　　　　　　　供用開始から２年以内　４０，０００円
　　　　　　　供用開始から３年以内　２０，０００円

事業内容
（手段、手法など）

238千円1,128

％

860 千円 220 千円 460 千円

□貸付（貸付先：　　　　　　　　　）■その他（融資あっせん　　　　　　　）・・・②

18 千円

％

2,623 千円

千円

千円2,385

事業費合計 千円

対　象
（誰・何を対象に）

①水洗便所改造資金利子補給金　対象者　１名　　支出額　　１２千円
②下水道接続支援事業補助金　　対象者１９名　　支出額　８６０千円
　（内訳　１年以内に接続　１６名　８００千円、３年以内に接続　３名　６０千円）

千円

関連事業
（同一目的事業等）

・水洗化普及事業（農業集落排水事業特別会計）
・茨城県環境保全施設資金融資制度（県事業）

5,334

22年度（決算） 21年度（決算）

□直接実施

　供用開始の日から３年以内に下水道への接続工事を行う建築
物の所有者。

24年度（予算）

総事業費

実施方法

3,199

千円

千円

千円

人

0.7

人

事業シート（概要説明書）

事業開始年度

作成責任者

担当局・部名 土木部

課長　金田克彦

予算事業名
①昭和５７年度
②平成２０年度

かすみがうら市水洗便所改造資金助成規則

上位施策事業名

担当課･係名

かすみがうら市総合計画第１章第３節　快適な住環境の整備

水洗化普及事業（公共下水道）

下水道課・業務係

事務区分

　早期に下水道への接続を促進し、水洗便所の普及を図ることによって、衛生的な生活環境を
確保し、河川や霞ヶ浦などの公共水域の水質を保全する。

人
件
費

5,3340.7

②　　３１ 戸

根拠法令等

■自治事務　　□法定受託事務

4,071 千円

千円

3,199

27 千円

■補助金〔直接・間接〕（補助先：下水道接続者　　実施主体：県1/2　市1/2　）・・・①

対象者数（全住民に対する割合）

人 4,678

人

千円

1,000 千円

人 0.3 人

人 2,385 0.6

0.6

0.4 人

人

国県支出金の内容

5,165

千円

90 千円 200 千円千円 千円

千円

湖沼水質浄化下水道接続支援事業費県補助金　補助率１／２（１戸あたり２万円を限度）

その他特財の内容

千円 千円

事
業
費

①利子補給金 39 千円 12 千円

事業費内訳
（平成23年度分）

目　的
（何をどうしたいのか）

4,071

事業番号２－３ 平成24年度 

ここから成果指標を導きます。
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事業シート（概要説明書）

事業開始年度予算事業名
①昭和５７年度
②平成２０年度

水洗化普及事業（公共下水道）

事業番号２－３ 平成24年度 

1 2

1219

①利子補給戸数

事
業
成
果

成果
（目標達成状況）

成果目標
（指標設定理由等）

事
業
実
績

【活動指標名】

利子補給・補助金交
付戸数

活動実績

千円

戸

／総事業費

単位

特記事項

単位当たりコスト

事業の自己評価
(今後の事業の方向

性、課題等)

①水洗便所改造資金融資あっせん及び利子補給
　平成２１～２３年度までに新規の利用者はない状況であり、現在の利子補給対象者は平成２０年度の利
用者であるが、引き続き負担軽減策の一つとして継続していきたい。

②下水道接続支援事業補助金
　県補助金の原資である森林湖沼環境税が平成２４年度までの制度であり、平成２５年度以降は県の補助
制度がどのようになるか不明な現状にある。
　しかし、早期に接続を促すためには、時限的な補助制度が有効であると考えられることから、引き続き
当該制度を継続していきたい。

204

下水道接続戸数 戸 126 159

【成果指標名】 Ｈ23年度

227

Ｈ21年度

369375

Ｈ21年度Ｈ23年度 Ｈ22年度

比較参考値
（他自治体での類似

事業の例など）

①実施団体数－３３／４３県内自治体（事務組合を含む）
②実施団体数－２９／４３県内自治体（事務組合を含む）

近隣自治体の状況
　土 浦 市　①利子補給対象額の全額(上限３％）　融資限度額　６００，０００円
　　　　　　②１～３年以内　補助対象額の５０％（上限４０，０００円）
　石 岡 市　①１年以内　全額、２年以内　１／２、３年以内　１／３
　　　　　　　融資限度額　５００，０００円
　　　　　　②１～３年以内　補助対象額の１００％（上限４０，０００円）
　小美玉市　①利子補給対象額の全額　融資限度額　６００，０００円
　　　　　　②１年以内　４０，０００円、２～３年以内　２０，０００円

5

2戸

②補助金交付戸数

Ｈ22年度

　水洗便所の普及、下水道接続率の指標としては、新規接続戸数が適切であるため。

単位

他自治体のみならず、国や都道府県、民間との
比較も必要に応じて記載。
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水洗便所改造資金助成制度について 
 

  公共下水道及び特定環境保全公共下水道・農業集落排水処理区域内の方で既設のトイレ

を水洗トイレに改造して下水道に接続する工事、及び排水施設の新設、若しくは改造工事

を行うために必要な方に市で資金の融資あっせんをし、それに対する利子補給をする制度

です。 

 

１．対象工事      ・既設のくみ取り式トイレ（浄化槽による水洗トイレを含む）を水洗

トイレに改造して下水道に接続する工事 

 

２．対象者        ・公共下水道及び特定環境保全公共下水道・農業集落排水 

処理区域内の方で、建築物の所有者、または建築物及び 

土地所有者の同意を得た方 

                  ・市税、受益者負担金などを滞納していない方 

 

３．融資限度額    ・一般住宅の場合……１００万円以内     

                  ・賃貸住宅の場合……１５０万円以内とし下記のとおり 

                    一戸建て住宅については一棟につき１５万円以内 

                    集合住宅については一世帯分につき１５万円以内 

 

４．利子の補給      全額利子補給（一時立替払いにより、あとで精算） 

                    供用開始後３年以上経過した区域については、利子補給は半額にな

ります。 

 

５．償還期限        借り受けた日の翌月から 60ヶ月以内で元金均等月賦償還 

        及び方法   （繰り上げ償還もできます） 

 

６．申し込み方法    市役所下水道課、若しくは市指定工事店に申し込み手続きをしてく

ださい 

 

７．取扱金融機関    株式会社筑波銀行 

                    株式会社常陽銀行 

                    水戸信用金庫 

          土浦農業協同組合 

          茨城県信用漁業協同組合連合会 

          茨城県信用組合 

         （金融機関によっては申請時以外にも添付書類を求める場合がありま

す。） 
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融資あっせんの申請から決定までのフローチャート 

 

 
 

①利子補給の申請（第６条）     ⑤排水設備完了届 

②事前審査の依頼          ⑥借入申込み（第１０条） 

③事前審査の報告          ⑦借入契約締結 

④利子補給の決定（第 7条）     ⑧融資状況の報告（第１１条） 

 

 
 

融資あっせん後の利子補給手続き 

 

 
 

①毎月償還（毎月１３日） 

②利子計算書送付（上・下半期各支払日の２０日前） 

③利子補給（一括払込書により利子補給、上半期は１０月末日、下半期は４月末日まで） 

④利子補給  

 

 

 

利用者 

金融機関 かすみがうら市 

1 

2 

3 

4 

利用者 

金融機関 かすみがうら市 

1 

5 

4 

2 

3 

8 

6 

7 
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かすみがうら市では、生活環境の向上と霞ヶ浦や流入河川の水質保全を目的として公共

下水道の整備を進めています。 

 公共下水道接続工事（水洗化工事）を実施する方に、工事費の一部を補助します。 

 

 

１．対象者  ○公共下水道が整備され、下水道の利用が可能となった日（供用開始日）

から 3年以内に公共下水道接続工事（水洗化工事）を行う方 

        ※対象工事 

・くみ取り便所から水洗便所に改造し、公共下水道に接続する工事 

        ・浄化槽を廃止し、公共下水道に接続する工事 

       ○下水道事業受益者負担金分担金・市税を滞納していない方 

       ○水洗便所改造資金融資利子補給制度を利用されていない方 

 

 

２．補助額  供用開始日から 1年以内に水洗化した方・・・50,000 円 

       供用開始日から 2年以内に水洗化した方・・・40,000 円 

供用開始日から 3年以内に水洗化した方・・・20,000 円 

 

 

３．申込み  市下水道課に申込み手続きをしてください 

 

 

＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊ 

お問い合わせ 

かすみがうら市下水道課 

業務係  

029-897-1111 

内線 2634～2636 

＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊ 
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茨城県環境保全施設資金融資制度のご案内について

環境対策課

茨城県では，中小事業者が環境保全施設や省エネルギー・再生可能エネルギー施設を

設置する場合，及び個人が高度処理型浄化槽の設置や公共下水道・農業集落排水処理施

設へ接続する場合に必要な資金について，融資のあっ旋及び利子補給を行っております

ので，是非ご活用ください。

＜中小事業者対象＞

【対象者】

県内に工場又は事業所を有し，原則として１年以上継続して同一事業を営む中小事業者

【融資対象事業】

環境保全施設 大気汚染・水質汚濁・騒音･振動・悪臭の防止施設，産業廃棄物の適正処

理施設，化学物質の適正管理施設の設置や改善

低公害車の導入 ハイブリッド・電気・天然ガス・メタノール自動車

地球温暖化対策 省エネルギー・再生可能エネルギー施設の設置や改善

【融資の条件】

環境保全施設

低公害車の導入

（1）融資対象となる事業費の 80％以内

（2）一つの貸付事業につき 2,500 万円を限度

但し，ダイオキシン類対策等，知事が必要と認

めた場合は 5,000 万円

融資限度額

地球温暖化対策 （1）融資対象となる事業費の 80％以内

（2）一つの貸付事業につき 500 万円を限度

但し，再生可能エネルギー施設の設置等，知事

が必要と認めた場合は 1,500 万円

融資利率 県商工労働部政策誘導資金貸付利率と同率

融資期間 利率（カッコ内は保証付きの場合）

５年超～７年以内 2.6（2.1）％

３年超～５年以内 2.5（2.0）％

３年以内 2.4（1.9）％

償還方法 元金均等償還（１年以内の据置可）

担保・保証人等 取扱金融機関の一般貸付の例による

取扱金融機関 常陽銀行，筑波銀行，足利銀行，東邦銀行，東日本銀行，水戸信用金庫，

結城信用金庫，銚子信用金庫，茨城県信用組合，商工組合中央金庫

【利子補給】

汚水処理施設

（小規模事業者が設置する場合に

限る）

○高度処理（窒素又はりん除去）施設

末端利率 無利子

○高度処理以外の汚水処理施設

末端利率 無利子（霞ヶ浦流域）

0.9％ （霞ヶ浦流域以外）

家畜排せつ物の負荷削減対策施設 末端利率 無利子（霞ヶ浦流域）

ダイオキシン類対策施設 0.6％
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省エネルギー･再生可能エネルギー

施設

末端利率 無利子（省エネルギー対策実施計画書を

提出済のエコ事業所登録事業者）

0.9％（上記以外のエコ事業所登録事業

者）

＜個人対象＞

【対象者】

霞ヶ浦，涸沼，牛久沼流域に居住する個人世帯

【融資対象】

○高度処理型浄化槽設置に係る費用

○公共下水道又は農業集落排水処理施設への接続に係る費用

【融資の条件】

融資限度額 （1）設置や接続工事に係る費用全額

（2）補助金額は除くものとし，200 万円を限度

融資期間 ５年以内

融資利率 県が全額補給しますので，利用者の実質金利は０％

償還方法 元金均等償還（６ヶ月以内の据置可）

担保・保証人等 取扱金融機関の一般貸付の例による

取扱金融機関 常陽銀行，筑波銀行，足利銀行，東日本銀行，水戸信用金庫，結城信用

金庫，銚子信用金庫，茨城県信用組合

＜融資の手続き＞

＜お問い合わせ＞

より詳しい内容や条件についてのお問い合わせや申込書の請求等については，下記ま

でお気軽にご相談ください。

県北県民センター 環境・保安課 TEL0294-80-3355

鹿行県民センター 環境・保安課 TEL0291-33-6056

県南県民センター 環境・保安課 TEL029-822-7048

県西県民センター 環境・保安課 TEL0296-24-9134

県民センター総室県央環境保全室 TEL029-301-3044

茨城県生活環境部環境対策課(環境保全施設に関すること) TEL029-301-2956

茨城県生活環境部環境政策課(省エネ施設等に関すること) TEL029-301-2939

①あっ旋

申込

②経由

⑥設置

完了届

⑦経由

③融資対象認定書

④融資申込

⑤融資

融資あっ旋申込者

市町村 金融機関

茨城県（各県民センター・県民センター総室）
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（ ）

事
業
概
要

実施の背景

目　的
（何をどうしたいのか）

34,099

千円

34,099 千円

千円

千円

交通安全対策事業

総務課・防災安全室

事務区分

千円

千円

0.6 人

人

事業シート（概要説明書）

事業開始年度

作成責任者

担当局・部名 総務部

課長　雨貝　高雄

予算事業名 平成17年度

交通安全対策基本法、道路交通法、かすみがうら市交通安全
指導隊設置及び指導要項

上位施策事業名

住民一人ひとりの交通安全意識の向上を図るとともに、地域の交通安全施設の整備を進めるこ
とにより、交通事故の撲滅を目指す。

23年度（決算） 22年度（決算） 21年度（決算）

■直接実施

全市民

24年度（予算）

34,099 千円

国県支出金の内容

千円

4,799

事
業
費

千円

千円 37,779

■補助金〔直接・間接〕（補助先：土浦地区交通安全協会かすみがうら支部、市交通安全指導
隊、市交通安全母の会、市女性ドライバー友の会　　実施主体：  　　　 　　　）

26,757千円28,977

千円

担当課･係名

□貸付（貸付先：　　　　　　　　　）□その他（　　　　　　　　　　　　）

事業内容
（手段、手法など）

0.9 人人
件
費

6,0960.8

44,609 人

総事業費

かすみがうら市総合計画第１章第５節　防犯・防災機能の充実

実施方法

対象者数（全住民に対する割合）

事業費合計 千円

対　象
（誰・何を対象に） ％

根拠法令等

■自治事務　　□法定受託事務

関連事業
（同一目的事業等）

チャイルドシート貸出事業
　（平成23年度まで　総務課で実施　／　平成24年度から　子ども福祉課で実施）

4,799

本市は国道６号や国道354号など通過交通量の大変多い幹線道路を有していることから、平成23年には
年間約231件の交通事故が発生している。このため、交通安全に対する意識の高揚と、すべての市民が
安心して利用できるよう、道路環境の充実を図るとともに、交通安全施設の整備など、総合的な交通安
全対策が必要とされている。

千円

千円

千円

人

100

□業務委託 又は □指定管理　（委託先又は指定管理者：　　　　　　　　　　　　　　　　　）

コ
ス
ト

千円

人担当正職員

人件費合計

千円

国県支出金

千円

0.9 千円

臨時職員等

6,096

財源

内訳

地方債

35,073

人

千円

一般財源

35,073 33,910財源合計

33,910

0.8

千円

35,073 千円

その他特財の内容

千円

33,910 千円

千円

千円

29,300

千円7,1530.6 人

11需用費　　　22,891,357円　　　　　16原材料費　　　　　　99,750円
12役務費　　　　　75,240円　　　　  19負担金補助交付金 2,528,319円
13委託料　　　 1,623,300円 　　　　 27公課費　　　　　　　67,600円
15工事請負費　 2,015,212円

千円

千円

千円

千円

37,779 千円

7,017

30,762 千円

人

千円

人 7,017

人

千円

37,779

千円

千円

千円

千円

事業費内訳
（平成23年度分）

・交通安全街頭活動の実施
　交通安全関係機関と連携した街頭活動を実施する。（年5回）
・児童、生徒への交通安全啓発品の配布
　小学校入学児童へのランドセルカバーの配布
　中学校入学生徒への反射タスキの配布
・交通安全施設の整備
　カーブミラー、ガードレール、防犯灯などの交通安全施設の設置及び修繕を実施する。
・交通安全関係団体との連携
　土浦地区交通安全協会かすみがうら支部、市交通安全母の会、市女性ドライバー友の会、
　市交通安全指導隊
・県民交通災害の加入促進
　申込み受付及び見舞金請求

その他特財

0.9 人

人 7,153 0.9

事業番号２－４ 平成24年度 

ここから成果指標を導きます。
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交通安全対策事業

事業シート（概要説明書）

事業開始年度予算事業名 平成17年度

事業番号２－４ 平成24年度 

比較参考値
（他自治体での類似

事業の例など）

土浦市の例
防犯灯設置補助　件数　697基　　金額　8,472,939円
カーブミラー設置　件数　39件　　金額　2,342,550円
　　　　　　修繕　件数 132件　　金額　3,827,040円

23

5回

カーブミラーの設置数

Ｈ22年度

街頭活動などによる個々の意識の啓発や交通安全施設の整備を充実させることにより、交通死
亡事故の撲滅を目指す。

単位

2913

交通安全街頭活動

事故件数は減少傾向にあるが、年間230件余りの交通事故が発生しているため、ドライバーのみならず、
歩行者を含めた全体的な意識の啓発が必要である。
特に、茨城県内においては子どもと高齢者の交通事故が増加しているとのことから、関係機関と連携をと
りながら、啓発活動を強化していく必要がある。

市内交通死亡事故発生件数 件 2 5

5 5

Ｈ21年度

【成果指標名】 Ｈ23年度

6

Ｈ23年度

Ｈ21年度

Ｈ22年度

特記事項

単位当たりコスト

事業の自己評価
(今後の事業の方向

性、課題等)

事
業
実
績

【活動指標名】

活動実績
基

／

単位

事
業
成
果

成果
（目標達成状況）

成果目標
（指標設定理由等）

他自治体のみならず、国や都道府県、民間との比較も必要に応じて記載。
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（ ）

（ ）

（ ）

委託・指定管理・補助　対象団体シート（概要説明書）

予算事業名 交通安全対策事業 事業開始年度 平成１７年度

団体名 かすみがうら市交通安全指導隊

団体への
支出根拠

（選定経過等、
支出先の妥当

性）

かすみがうら市交通安全指導隊事業費補助金交付要項

当該事業の
団体における
収支状況

収入 支出

国からの財政支出金 千円 事業費 481 千円

県からの財政支出金 千円 千円

市町村からの財政支出金 360 千円 千円

その他 千円

千円

補助金 360 千円 千円

委託料・指定管理料 千円

千円

その他 会費、諸収入、繰越金 477 千円 千円

総計 837 千円 総計 481 千円

※委託料は設計ベースのため、収入と一致しない場合あり。

団体概要

　　●目的
　　　　現下の交通事情に対処し交通の安全と円滑な交通行政を推進するため交通安全指導隊を設置し、交通安全に関す
る民間団体の健全かつ自主的な組織活動及び指導に資する。
　　●隊員数
　　　　11名（隊長１名、副隊長１名、監事１名、会計１名、隊員７名）
　　●主な活動
　　　　・立哨指導の実施(毎月1回)
　　　　・各種街頭活動への参加
　　　　・市内小中学校での交通安全教室の実施
　　　　・各種行事開催の際の交通整理

資本金 千円
役
職
員

（単位：人） 常勤 うち
（出向／OB） 非常勤 うち

（出向／OB） 監事 うち
（出向／OB）

市出資金 千円 役員

出資比率 ％ 職員

団体全体の
収支状況

収入 支出

国からの財政支出金 千円 事業費 481 千円

県からの財政支出金 千円 管理費 千円

市町村からの財政支出金 360 千円 人件費 千円

千円 その他

その他 千円

千円

補助金 360 千円 総計 481 千円

委託料・指定管理料

その他 会費、諸収入、繰越金 477 千円

特記事項

負債総額：　　　円　　　資本総額：　　　円
利益剰余金（もしくは欠損金）：　　　円

財務諸表URL

総計 837 千円 収支差 356 千円

平成23事業番号２－４ 平成24年度 
記載に際しての基本事項
○本シートは、事業の委託・補助先の団体等と行政の関係の全
体像を把握することを目的としています。
○前年度の実績（または見込）に基づいて記載しますが、数値
が確認できない場合は、前々年度のもので構いません。
 
 

団体の収入・支出概要及び利益剰余金欄について
○「仕分け対象事業」だけでなく、団体の収入・支出総額とその
内訳を記載してください。
○支出概要で、「人件費」は、当該団体役職員の人件費です。
決算上、事業費と管理費に人件費が含まれている場合、それ
ぞれから人件費部分を差し引き、人件費欄にまとめて記載して
ください。
○この欄は、当該団体に公表義務がなく、かつ自治体がその
情報を公表することに支障があると判断される場合、記載不要

○支出の内訳は、設計ベース（見積もり等）を参考にご記載くだ
さい。その際、総計が必ずしも収入と一致しない（収入＜支出）
場合があると考えられますが、それでも問題ありません。
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（ ）

（ ）

（ ）

その他

※委託料は設計ベースのため、収入と一致しない場合あり。

総計 677 千円 収支差 142 千円

その他 177 千円

総計 535 千円

その他 千円

千円

委託料・指定管理料 千円 千円

補助金 500 千円

千円 管理費 85 千円

市町村からの財政支出金 500 千円 人件費

団体全体の
収支状況

収入 支出

国からの財政支出金 千円 事業費 450 千円

県からの財政支出金

シルバー大会開催経費、ユニフォーム代等

郵送料、手数料

会議賄

上部団体分担金

千円

千円

32

土浦地区交通安全母の会補助金ほか

千円

千円

千円

うち
（出向／OB） 監事

総計 総計

千円

％ 職員

うち
（出向／OB）

うち
（出向／OB）

支出収入

千円

委託料・指定管理料

出資比率

千円

千円

資本金

市出資金

常勤

役員

非常勤

当該事業の
団体における
収支状況

千円

177 千円

677

補助金

その他

その他

委託・指定管理・補助　対象団体シート（概要説明書）

予算事業名 交通安全対策事業 事業開始年度 平成１７年度

国からの財政支出金

団体名 かすみがうら市交通安全母の会

団体への
支出根拠

（選定経過等、
支出先の妥当

性）

かすみがうら市交通安全母の会事業費補助金交付要項

千円

千円500

千円

千円

千円

県からの財政支出金

市町村からの財政支出金

535

52

450

500 千円

千円 1

財務諸表URL

特記事項

負債総額：　　　円　　　資本総額：　　　円
利益剰余金（もしくは欠損金）：　　　円

団体概要

役
職
員

（単位：人）

　　●目的
　　　　家庭の主婦の立場から交通安全の推進者として、各関係機関団体と連携を密にし、交通安全思想の普及と交通道徳
の高揚を図り、交通事故防止に努める。
　　●役員数
　　　　54名（会長１名、副会長５名、会計２名、監事２名、理事４４名）
　　●主な活動
　　　　・各種街頭活動への参加
　　　　・交通防犯教室の開催
　　　　・交通安全シルバー大会の開催
　　　　・各種行事等への参加協力

平成23事業番号２－４ 平成24年度 
記載に際しての基本事項
○本シートは、事業の委託・補助先の団体等と行政の関係の全
体像を把握することを目的としています。
○前年度の実績（または見込）に基づいて記載しますが、数値
が確認できない場合は、前々年度のもので構いません。
 
 

団体の収入・支出概要及び利益剰余金欄について
○「仕分け対象事業」だけでなく、団体の収入・支出総額とその
内訳を記載してください。
○支出概要で、「人件費」は、当該団体役職員の人件費です。
決算上、事業費と管理費に人件費が含まれている場合、それ
ぞれから人件費部分を差し引き、人件費欄にまとめて記載して
ください。
○この欄は、当該団体に公表義務がなく、かつ自治体がその
情報を公表することに支障があると判断される場合、記載不要

○支出の内訳は、設計ベース（見積もり等）を参考にご記載くだ
さい。その際、総計が必ずしも収入と一致しない（収入＜支出）
場合があると考えられますが、それでも問題ありません。
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（ ）

（ ）

（ ）

委託・指定管理・補助　対象団体シート（概要説明書）

予算事業名 交通安全対策事業 事業開始年度 平成１７年度

団体名 かすみがうら市女性ドライバー友の会

団体への
支出根拠

（選定経過等、
支出先の妥当

性）

かすみがうら市女性ドライバー友の会補助金交付要項

当該事業の
団体における
収支状況

収入 支出

国からの財政支出金 千円 啓発品購入 154 千円

県からの財政支出金 千円 消耗品 10 千円

市町村からの財政支出金 150 千円 千円

その他 千円

千円

補助金 150 千円 千円

委託料・指定管理料 千円

千円

その他 会費、諸収入、繰越金 105 千円 千円

総計 255 千円 総計 164 千円

※委託料は設計ベースのため、収入と一致しない場合あり。

団体概要

●目的
　　　　女性の特性を生かした活動により、交通安全意識の高揚と歩行者、特に子供と高齢者及び自転車利用者の交通事
故防止を図り、事故の無い明るい社会の実現に寄与する。
　　●役員数
　　　　12名（会長１名、副会長１名、監事２名、会計２名、代議員６名）
　　●主な活動
　　　　・各種街頭活動への参加
　　　　・各種行事等への参加協力
　　　　・子供や高齢者の交通事故防止の推進

資本金 千円
役
職
員

（単位：人） 常勤 うち
（出向／OB） 非常勤 うち

（出向／OB） 監事 うち
（出向／OB）

市出資金 千円 役員

出資比率 ％ 職員

団体全体の
収支状況

収入 支出

国からの財政支出金 千円 事業費 154 千円

県からの財政支出金 千円 管理費 10 千円

市町村からの財政支出金 150 千円 人件費 千円

千円 その他

その他 千円

千円

補助金 150 千円 総計 164 千円

委託料・指定管理料

その他 会費、諸収入、繰越金 105 千円

特記事項

負債総額：　　　円　　　資本総額：　　　円
利益剰余金（もしくは欠損金）：　　　円

財務諸表URL

総計 255 千円 収支差 91 千円

平成23事業番号２－４ 平成24年度 
記載に際しての基本事項
○本シートは、事業の委託・補助先の団体等と行政の関係の全
体像を把握することを目的としています。
○前年度の実績（または見込）に基づいて記載しますが、数値
が確認できない場合は、前々年度のもので構いません。
 
 

団体の収入・支出概要及び利益剰余金欄について
○「仕分け対象事業」だけでなく、団体の収入・支出総額とその
内訳を記載してください。
○支出概要で、「人件費」は、当該団体役職員の人件費です。
決算上、事業費と管理費に人件費が含まれている場合、それ
ぞれから人件費部分を差し引き、人件費欄にまとめて記載して
ください。
○この欄は、当該団体に公表義務がなく、かつ自治体がその
情報を公表することに支障があると判断される場合、記載不要

○支出の内訳は、設計ベース（見積もり等）を参考にご記載くだ
さい。その際、総計が必ずしも収入と一致しない（収入＜支出）
場合があると考えられますが、それでも問題ありません。
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補足説明資料 

１ 平成 23 年度の事業費内訳                                          (単位：円) 

需用費 

(22,891,357) 

消耗品費 187,140 
反射タスキ(450本)ランドセルカバー

(450 枚)ほか交通関連消耗品 

燃料費 172,693 交通安全指導車燃料代 

光熱水費 17,471,926 防犯灯電気代 

修繕料 5,059,598 防犯灯、カーブミラー等修繕 

役務費 

(75,240) 

手数料 10,350 車検手数料(2 台) 

保険料 64,890 自賠責保険料(2 台) 

委託料 

(1,623,300) 

 151,200 県民交通災害加入者証作成電算委託 

1,472,100 防犯灯管理システム導入委託 

工事請負費 

(2,015,212) 

交通安全施設

工事 
1,641,150 カーブミラー、ガードレール等の設置 

交通安全照明

施設設置工事 374,062 防犯灯の設置 

原材料費 

(99,750) 

交通安全施設

用資材 
99,750 カーブミラー部材 

負担金補助及

び交付金 

(2,528,319) 

負担金 1,078,319 土浦地区交通安全協会負担金 

補助金 

500,000 市交通安全母の会補助金 

150,000 市女性ドライバー友の会補助金 

360,000 市交通安全指導隊補助金 

440,000 防犯灯設置補助金 

公課費 

(67,600) 

自動車重量税 67,600  

 

２ 平成 23 年度カーブミラー、防犯灯、ガードレール等設置・修繕内訳 

 

 件数(基) 金 額(円) 

カーブミラー 
設置 13 754,687 

修繕 40 1,661,385 

防犯灯 
設置 2 94,485 

修繕 82 582,005 

ガードレール 
設置 3 1,113,000 

修繕 2 145,500 

赤色灯 
設置   

修繕 4 22,925 
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３ かすみがうら市内の交通事故状況の推移 

 

 平成 21 年度 平成 22 年度 平成 23 年度 

交通事故発生件数 285 261 231 

死亡事故発生件数 5 6 2 

 

４ 平成 23 年度県民交通災害受付件数及び見舞金請求件数 

   受付件数：大人 1,316 人 子供 161 人 合計 1,477 人 

   見舞金請求件数： 12 件 

 

５ 防犯灯の設置件数(平成 23 年度末現在) 

   行政区管理 2,469 基  市管理 3,513 基  合計 5,982 基 

 

６ 交通安全団体の概要 

 【土浦地区交通安全協会かすみがうら支部】 

  ●目的 

    交通安全対策を総合的、効果的に進めるため、関係機関団体との連携を密にし、交

通安全思想の普及徹底と正しい交通ルールの実践を習慣づけ定着化に努め交通事故

防止の徹底を図る。 

  ●役員数 

    44 名 

  ●主な活動 

    ・広報車による巡回広報・立哨指導の実施 

    ・各種街頭活動の実施及び参加 

    ・交通防犯教室の開催 

    ・各種行事等への参加協力 

 

 【かすみがうら市交通安全指導隊】 

  ●目的 

    現下の交通事情に対処し交通の安全と円滑な交通行政を推進するため交通安全指

導隊を設置し、交通安全に関する民間団体の健全かつ自主的な組織活動及び指導に資

する。 

  ●隊員数 

    11 名 

  ●主な活動 

    ・立哨指導の実施(毎月 1回) 

    ・各種街頭活動への参加 

    ・市内小中学校での交通安全教室の実施 

    ・各種行事開催の際の交通整理 

107



 

【かすみがうら市交通安全母の会】 

  ●目的 

    家庭の主婦の立場から交通安全の推進者として、各関係機関団体と連携を密にし、

交通安全思想の普及と交通道徳の高揚を図り、交通事故防止に努める。 

  ●役員数 

    54 名 

  ●主な活動 

    ・各種街頭活動への参加 

    ・交通防犯教室の開催 

    ・交通安全シルバー大会の開催 

    ・各種行事等への参加協力 

 

【かすみがうら市女性ドライバー友の会】 

  ●目的 

    女性の特性を生かした活動により、交通安全意識の高揚と歩行者、特に子供と高齢

者及び自転車利用者の交通事故防止を図り、事故の無い明るい社会の実現に寄与する。 

  ●役員数 

    12 名 

  ●主な活動 

    ・各種街頭活動への参加 

    ・各種行事等への参加協力 

    ・子供や高齢者の交通事故防止の推進 

 

７ 年間の主な事業内容 

 事業名 実施内容 

4 月 

・月例立哨指導 

・かすみがうらマラソン 

・春の交通安全運動 

・交通防犯教室 

 

交通整理 

立哨、広報活動 

自転車の乗り方、防犯指導等 

(4/20～6/29)市内小中学校 

6 月 
・月例立哨指導 

・子ども自転車大会 

 

土浦地区大会 

7 月 

 

・月例立哨指導 

・祭礼に伴う交通整理 

・夏の交通事故防止県民運動街

頭キャンペーン 

・夏の交通事故防止県民運動 

 

 

交通整理 

チラシ、啓発品の配布 

 

立哨、広報活動 

(7/20～8/20) 
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 事業名 実施内容 

8 月 

・月例立哨指導 

・キララまつり 

・あゆみ祭り 

・女性ドライバー安全運転競技

大会 

 

交通安全パレード参加 

会場周辺の交通整理 

大会支援 

9 月 

・月例立哨指導 

・秋の全国交通安全運動県下統

一キャンペーン 

・地区公民館運動会、体育祭 

 

チラシ、梨の配布 

 

会場周辺の交通整理 

(9/17～10/16) 

10 月 

・月例立哨指導 

・土浦全国花火大会 

・交通安全シルバー大会 

・かすみがうら市生涯学習フェ

スティバル 

・土浦地区高齢者安全運転セミ

ナー 

 

会場周辺の交通整理 

交通安全講話、アトラクション 

会場周辺の交通整理 

 

安全運転指導等 

11 月 

・月例立哨指導 

・かすみがうら祭 

 

・年末の交通事故防止県民運動

街頭キャンペーン 

・交通安全県民大会 

・熊野神社祭礼 

・下大津小学校持久走大会 

 

会場周辺の交通整理 

白バイ、パトカー展示、啓発品の配布 

チラシ、啓発品の配布 

 

講演聴講 

会場周辺 

コース周辺交通整理 

12 月 

・月例立哨指導 

・年末の交通事故防止県民運動 

 

立哨、広報活動 

(12/1～12/31) 

1 月 
・年頭行事 チラシ、啓発品の配布 

2 月 
・月例立哨指導 

・市民マラソン大会 

 

周辺の交通整理 

3 月 
・月例立哨指導  
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（ ）

事
業
概
要

実施の背景

目　的
（何をどうしたいのか）

30,653

千円

30,653 千円

千円

千円

やまゆり館管理運営事業

社会福祉課社会福祉係

事務区分

千円

千円

0.3 人

人

事業シート（概要説明書）

事業開始年度

作成責任者

担当局・部名 保健福祉部

課長 川﨑 久功

予算事業名 平成20年度

上位施策事業名

　市民の福祉を推進するための拠点として、高齢者がいつまでも健康で、社会参加していくため
の健康増進事業をはじめ、子育て中の親をサポートするための子育て支援事業を積極的に展開す
る。

23年度（決算） 22年度（決算） 21年度（決算）

□直接実施

市民又は市内在勤者及び市外在住者

24年度（予算）

30,653 千円

国県支出金の内容

千円

2,400

事
業
費

千円

千円 33,858

□補助金〔直接・間接〕（補助先：　　　    　　実施主体：  　　　 　　　）

27,604千円28,770

千円

担当課･係名

□貸付（貸付先：　　　　　　　　　）□その他（　　　　　　　　　　　　）

事業内容
（手段、手法など）

3.6 人人
件
費

2,2860.3

人

総事業費

かすみがうら市総合計画（後期基本計画）第２章　第５節　地域福祉の推進

実施方法

対象者数（全住民に対する割合）

事業費合計 千円

対　象
（誰・何を対象に） ％

根拠法令等

■自治事務　　□法定受託事務

関連事業
（同一目的事業等）

あじさい館管理事業（所管：あじさい館）
　あじさい館管理費　63,793千円（職員等人件費：7,085千円　管理事業：56,708千円）
　事業内容：公民館、図書館、福祉館の複合施設（地域コミュニティの推進）

2,400

　少子高齢化の進展や多様化する福祉ニーズに適切に対応するため、千代田地区に地域福祉の拠点と
なる施設整備を行い、市民参加による交流機会の充実や健康生きがいづくりの充実などを進め、総合的
な福祉コミュニティづくりを図る。また、市民サービスの向上と経費節減を図るため、民間に管理・運営を
委ねる指定管理者制度を導入する。

千円

千円

千円

人

□業務委託 又は ■指定管理　（委託先又は指定管理者：社会福祉法人 かすみがうら市社会福祉協議会）

コ
ス
ト

千円

人担当正職員

人件費合計

千円

国県支出金

千円

0.4 千円

臨時職員等

2,286

財源

内訳

地方債

31,056

人

千円

一般財源

31,056 30,784財源合計

30,784

0.3

千円

31,056 千円

その他特財の内容

千円

30,784 千円

千円

千円

28,253

千円3,1800.3 人

指定管理者委託料　28,253千円
　・人件費
　・需用費
　・役務費
　・施設管理費
　・使用料及び賃借料

千円

千円

千円

千円

33,858 千円

28,065

5,793 千円

人

千円

人 28,065

人

千円

33,858

千円

千円

千円

千円

事業費内訳
（平成23年度分）

　指定管理者の業務内容
　（１）施設利用に関する業務（器具を使用した健康づくりコーナー・子育てルーム・会議室等）
　　・使用許可申請の受付、使用料金の収納、使用許可書の交付、施設の利用案内・補助・説明、利用に
　　　関しての苦情対応等
　（２）施設、設備の管理に関する業務
　　・夜間及び休日の機械警備、電気工作物保安管理業務、敷地内植栽管理、ごみ収集委託、施設及び設
　　　備の定期的な清掃・点検・見回り等
　（３）利用促進に関する業務
　　・サービス向上のためのアンケート調査、ホームページの開設及び情報更新等
　（４）子育て支援センター事業に関する業務
　　・3歳児までの乳幼児の遊びの提供及び保護者に対する子育て相談、年間行事（七夕、運動会等）等
　（５）連携協力等について
　　・市主催事業等への協力及び優先利用
　（６）庶務事務に関すること
　　・使用料金集計及び各種支払等会計事務、利用状況に係る統計事務等

その他特財

0.4 人

人 3,180 3.6

事業番号２－５ 平成24年度 

ここから成果指標を導きます。
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やまゆり館管理運営事業

事業シート（概要説明書）

事業開始年度予算事業名 平成20年度

事業番号２－５ 平成24年度 

比較参考値
（他自治体での類似

事業の例など）

土浦市
　亀城プラザほか37施設
つくば市
　羽成公園他12公園ほか12施設
石岡市
　特別養護老人ホームのぞみほか22施設

3

312運動器具のトラブル数

4

4～5回

利用状況に応じた各コーナーのルールの検討

Ｈ22年度

　地域コミュニティの拠点として、誰もが安心・安全で、快適な施設利用ができるよう、早期発
見、早期対応、早期解決を目指し、施設の管理・運営を展開する。

単位

44

運動器具の点検回数（週1回）

　当施設は平成20年4月の開館で、本年で5年目を迎えております。開館後、2年間については市
直営で管理・運営を実施しており、平成22年度からは指定管理者制度を導入し、事業を展開して
おります。指定管理者に移行し、3年目となりスムーズに各種事業の展開や施設管理が行われて
おります。また、ホームページの開設・更新や市広報誌等でのPRにより、イベント等も盛大に開
催され、各種施設の利用状況についても増加してきております。。
　施設管理についても職員による定期的な清掃・点検管理はもとより、適正な外部委託等によ
り、清潔で安全・快適な施設に保たれております。　引き続き、適正な管理・運営を継続し、ま
た利用者の満足度を高めるため、利用者アンケートを行い、ニーズに即したサービスの提供をし
ていきます。
　今後の課題としては、施設全体の老朽化への対応、特に健康コーナーの健康器具の不具合等が
挙げられます。日々の点検、またメンテナンスの充実など利用者の安全第一を考え、取り組んで
いきます。

利用者同士のトラブル数・苦情数 件

604

やまゆり館の利用者数 人 50,775 36,258

4～5 4～5

Ｈ21年度

1

3

【成果指標名】

3

Ｈ23年度

件

47,131

Ｈ23年度

Ｈ21年度

934653

Ｈ22年度

特記事項

単位当たりコスト

事業の自己評価
(今後の事業の方向

性、課題等)

当市の指定管理者導入施設（6施設）　指定管理者（5業者）
　①かすみがうら市水族館　H20.4～　5年間
　②かすみがうら市生産物直売所　H20.4～　5年間
　③かすみがうら市活性化センター生産物直売所　H20.4～　5年間
　④かすみがうら市雪入ふれあいの里公園　⑤かすみがうら市三ツ石森林公園　H22.4～　5年間
　⑥かすみがうら市地域福祉センターやまゆり館　H22.4～　5年間

事
業
実
績

【活動指標名】

利用者数

活動実績

円

回数

／総事業費

単位

事
業
成
果

成果
（目標達成状況）

成果目標
（指標設定理由等）

他自治体のみならず、国や都道府県、民間との比較も必要に応じて記載。
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（ ）

（ ）

（ ）

0 千円

2,585

財務諸表URL http://www.kasumigauracity-shakyo.or.jp/

特記事項

負債総額：　　77,981,146　円　　　資本総額：　106,309,429　　円
利益剰余金（もしくは欠損金）：　28,328,283　円

0

団体概要

役
職
員

（単位：人）

　旧霞ヶ浦町社会福祉協議会が昭和60年2月25日に法人化、旧千代田町社会福祉協議会が平成元年5月9日
に法人化されました。新設合併により平成17年4月1日にかすみがうら市社会福祉協議会が設立し法人化され
ました。かすみがうら市社会福祉協議会は、社会福祉法第109条に基づいて設置されている団体であり、地域に
暮らす皆様のほか、民生委員・児童委員、社会福祉施設・社会福祉法人等の社会福祉関係者、保健・医療・福
祉など関係機関の参加・協力のもと、地域の人々が住み慣れたまちで安心して生活することのできる「笑顔があ
ふれる　ふれあい豊かな　福祉のまちづくり」の実現をめざしたさまざまな活動を行っています。

委託・指定管理・補助　対象団体シート（概要説明書）

予算事業名 やまゆり館管理運営事業 事業開始年度 平成22年度

千円

国からの財政支出金

団体名

団体への
支出根拠

（選定経過等、
支出先の妥当

性）

　平成19年3月30日付けで市行政改革推進本部通達（平成19年3月26日、行政改革推進本部会議で決定）、「公の施設ラン
ク付決定」による今後の施設運営について指定管理者制度導入予定施設（ランクA・B）に地域福祉センターやまゆり館がラ
ンクBに指定され、平成22年度から制度導入施設として位置づけられる。
　平成21年7月にやまゆり館指定管理者選定委員会を設置し、委員会の開催を経て、同年9月に指定管理者の公募、10月
にプロポーザル方式により業者選定、11月に仮契約の締結、平成21年12月の第4回市議会定例会において指定及び補正
予算の議決により基本協定書を締結、平成22年3月に年度協定を締結し、同年4月から運用を開始する。

当該事業の
団体における
収支状況

28,253 千円

1,567 千円

29,820

補助金

0

千円

千円

千円

資本金

委託料・指定管理料

総計

その他

千円

千円

社会福祉法人　かすみがうら市社会福祉協議会

千円 28,835

千円 4

支出収入

0 千円

うち
（出向／OB）

15

19

0

0

常勤

0

うち
（出向／OB）

県からの財政支出金

市町村からの財政支出金 4,291

市出資金

その他

0

1

28,253

総計

うち
（出向／OB）

100 ％

2,000

1

非常勤

役員 2

5

監事

職員

千円

千円

千円

208使用料及び賃借料

出資比率

人件費

旅費

需用費

役務費

施設管理費

使用料収入・自主事業収入

2,000

千円

千円

1,117

千円

20,630

団体全体の
収支状況

収入 支出

国からの財政支出金 0 千円 事業費 51,934 千円

県からの財政支出金(県社協含） 1,654 千円 管理費 5,547 千円

市町村からの財政支出金 96,544 千円 人件費 93,261 千円

委託料・指定管理料 54,720 千円 5,116 千円

補助金 41,824 千円 総計 155,858 千円

その他 0 千円

その他 共同募金会・社協会費・寄付金・介護保険等 72,205 千円

その他 災害支援、財務、善意銀行、退職等積立金・予備費

※委託料は設計ベースのため、収入と一致しない場合あり。

総計 170,403 千円 収支差 14,545 千円

平成23事業番号２－５ 平成24年度 
記載に際しての基本事項
○本シートは、事業の委託・補助先の団体等と行政の関係の全
体像を把握することを目的としています。
○前年度の実績（または見込）に基づいて記載しますが、数値
が確認できない場合は、前々年度のもので構いません。
 
 

団体の収入・支出概要及び利益剰余金欄について
○「仕分け対象事業」だけでなく、団体の収入・支出総額とその
内訳を記載してください。
○支出概要で、「人件費」は、当該団体役職員の人件費です。
決算上、事業費と管理費に人件費が含まれている場合、それ
ぞれから人件費部分を差し引き、人件費欄にまとめて記載して
ください。
○この欄は、当該団体に公表義務がなく、かつ自治体がその
情報を公表することに支障があると判断される場合、記載不要

○支出の内訳は、設計ベース（見積もり等）を参考にご記載くだ
さい。その際、総計が必ずしも収入と一致しない（収入＜支出）
場合があると考えられますが、それでも問題ありません。
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【補足説明資料】 

 

 事業名：やまゆり館管理運営事業 

 予 算：委託料 指定管理者委託（民生費－社会福祉費－社会福祉総務費） 

 

 １ 施設の概要 

 （１）名 称  かすみがうら市地域福祉センターやまゆり館 

 （２）所在地  かすみがうら市下稲吉 2423-9 

 （３）開館日  平成 20 年 4 月 1 日 

 （４）規 模  敷地面積 6,636.3 ㎡（施設 3,560 ㎡ 駐車場 3,076.3 ㎡） 

         延床面積 1,030.20 ㎡（本体 1,016.94 ㎡ほか倉庫等） 

         建物概要 鉄筋コンクリート造 平屋 

              会議室、相談室、事務室、ホール、ロビー、子育てコーナ 

ー、キッズコーナー、談話コーナー、健康づくりコーナー、 

足湯コーナー 

 

 ２ 指定管理の状況 

 （１）指定管理者名  社会福祉法人かすみがうら市社会福祉協議会 

 （２）本協定締結   平成 21年 12 月 14 日（仮協定締結 平成 21 年 11 月 24 日） 

 （３）指定管理期間  平成 22年 4月 1日～平成 27年 3月 31 日 5 年間 

 （４）指定管理料   143,432,000 円（5年間 債務負担行為） 

            内訳 平成 22 年度 27,984,000 円 

               平成 23 年度 28,280,000 円 

               平成 24 年度 28,770,000 円 

               平成 25 年度 29,054,000 円 

               平成 26 年度 29,344,000 円 

 

 ３ 施設利用状況 

 （１）利用者一覧（年次別） 

                                    （単位：人） 

 子育て

ルーム 

会議室

（1） 

会議室

（2） 

会議室

（1・2） 
相談室 

健康づくり

コーナー 
足 湯 

視察・ 

見学 
合 計 

平成 

21 

年度 

(導入前) 

25,142 151 0 1,007 36 6,165 3,016 741 36,258 

平成 

22 

年度 

24,727 274 0 2,470 133 7,582 4,310 
146 

(7,635) 

39,642 

(47,131) 

平成 

23 

年度 

27,454 323 85 2,705 125 7,808 4,939 
174 

(7,336) 

43,613 

(50,775) 

※( )書きは、ホール等利用者を含めた人数となります。 

※指定管理は平成 22 年度から  
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 （２）使用料収入一覧（年次別） 

                                      （単位：円） 

 子育て 

ルーム 

会議室

（1） 

会議室

（2） 

会議室

（1・2） 
相談室 

健康づくり

コーナー 
足 湯 合 計 

平成 

21 

年度 

(導入前) 

628,900 14,600 0 19,600 4,000 702,700 28,400 1,398,200 

平成 

22 

年度 

631,400 31,800 0 45,200 13,000 752,400 30,700 1,504,500 

平成 

23 

年度 

673,100 24,300 5,900 73,200 6,800 760,000 31,000 1,574,300 

※指定管理は平成 22 年度から 

 

 ４ 参考資料 

 （１）耐用年数 

  鉄筋コンクリート造 47 年（集会所・会議室） 

 （２）施設建設関係 

  ①本体工事 

   実施年度  平成 19 年度 

   契約名称  （仮称）かすみがうら市地域福祉センター建設工事 

   契約日   平成 19 年 6 月 19 日 

   契約金額  321,300,000 円 

  ②付帯工事 

   実施年度  平成 19 年度 

   契約名称  （仮称）かすみがうら市地域福祉センター隔地駐車場整備工事 

   契約日   平成 19 年 12 月 7 日 

   契約金額  12,180,000 円 

 （３）施設修繕費用関係（年次別） 

  平成 22 年度  120,361 円（残金 379,639 円は市に返戻） 

          受水槽の修理及び運動器具の修理等 

  平成 23 年度  472,779 円（残金 27,221 円は市に返戻） 

          自動ドア補助センサーの設置及び運動器具の修理等 

  ※修繕費については、指定管理料の中で 500,000 円を予算措置。残金が発生した場合 

   は、市へ返戻する。 
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（ ）

事
業
概
要

実施の背景

目　的
（何をどうしたいのか）

6,118

千円

5,830 千円

千円0 0

千円

ひとり暮らし高齢者対策事業

長寿福祉課・高齢福祉係

事務区分

千円

千円

0.5 人

人

事業シート（概要説明書）

事業開始年度

作成責任者

担当局・部名 保健福祉部

課長 山本高光

予算事業名 平成17年度

ひとり暮らし老人等緊急通報システム事業実施要項

上位施策事業名

市内ひとり暮らし高齢者の実態について把握し、急病や事故などの緊急時や災害時における適切な支
援を行う。その代表的な手段として緊急通報装置等の設置を助成し、高齢者世帯等の不安の軽減を図
り、日常生活の安心と安全を確保する

23年度（決算） 22年度（決算） 21年度（決算）

■直接実施

市内に居住する65歳以上のひとり暮らしの高齢者等

24年度（予算）

6,118 千円

0

国県支出金の内容

千円

3,999

事
業
費

千円

千円 5,279

□補助金〔直接・間接〕（補助先：        実施主体：        ）

2,026千円2,330

千円 0

担当課･係名

□貸付（貸付先：　　　　　　　　　）□その他（　　　　　　　　　　　　）

事業内容
（手段、手法など）

0.5 人人
件
費

1,5240.2

1,641 人

総事業費

高齢者の安全な環境の整備

実施方法

対象者数（全住民に対する割合）

事業費合計 千円

対　象
（誰・何を対象に） ％

根拠法令等

■自治事務　　□法定受託事務

関連事業
（同一目的事業等）

①食の自立支援事業
②高齢者の見守り協定の締結（民間企業３社）

3,999

一人暮らしの高齢者世帯は、緊急時の対応、経済的困窮、孤独死など様々な課題を抱えており、このよ
うな地域の目が届きにくい高齢者に対する安全・安心の確保が求められている。

千円

千円

千円

人

3.8

■業務委託 又は □指定管理　（委託先又は指定管理者：富士通テレコムネットワークス）

コ
ス
ト

千円

人担当正職員

人件費合計

千円

国県支出金

千円

0.5 千円

0

臨時職員等

1,524

財源

内訳

288

地方債

3,854

人

0

千円

救急医療情報キット購入に対する県補助（H23年度のみ）

一般財源

3,854 6,000財源合計

6,000

0.2

千円

3,854 千円

その他特財の内容

千円

6,000 千円

0 千円

千円

2,119

千円3,9740.5 人

・消耗品費　　　　　　　335,616円（救急医療情報キットの購入／1,000個）
・電話料　　　　　　　　 58,540円（緊急通報システム回線使用料）
・緊急通報業務委託　　1,720,803円（緊急通報システムセンター利用料）
・火災報知器設置委託　　　3,500円（対象の高齢者へ無償設置）
※高齢者実態調査の予算措置はない。

千円

千円

千円

千円

5,583 千円

3,898

1,685 千円

人

0 千円

人 3,898

人

千円

5,279

0 千円

千円

0 千円

0

千円

事業費内訳
（平成23年度分）

①ひとり暮らし老人等緊急通報システム事業
　申請受付により聞き取り調査を実施し、機器の取り付けの可否を決定。取付け作業は、委託先の富士
通テレコムが行う。
　仕組みは、機器のボタンを押すことにより、委託先の富士通テレコムのオペレーターにつながる。オペ
レーターは通報者との会話により、消防署もしくは、あらかじめ登録されている通報者の「協力員」へ連絡
する。
②高齢者実態調査
　65歳以上のひとり暮らし高齢者を対象とし、民生委員による臨戸訪問の聞き取り調査により、その実態
を把握し、緊急時や災害時における適切な支援につなげる。
■救急医療情報キット事業【H23事業】
　 65歳以上の高齢者に「救急医療情報キット」を申請受付により配付し、救急出動時における情報提供
を行い、適切な治療へ導く。

その他特財

0.5 人

人 3,974 0.5

事業番号２－６ 平成24年度 

ここから成果指標を導きます。
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ひとり暮らし高齢者対策事業

事業シート（概要説明書）

事業開始年度予算事業名 平成17年度

事業番号２－６ 平成24年度 

比較参考値
（他自治体での類似

事業の例など）

　緊急通報事業は、制度や仕組みに多少の違いはあるが全国的に実施されており、茨城県内でも全市町村
が実施している。

109

6件

（既設数）

Ｈ22年度

高齢者の安心、安全な生活の確保

単位

125106

緊急通報システム機器新規設置数

　高齢化の進展により、ひとり暮らし高齢者も増加が予想されるため、本事業の重要性は、高まってくる
と考える。事業を継続して実施していく必要はあるが、将来的には、事業費の増大が見込まれるため、そ
れを抑えつつ、いかに効果的な事業を展開できるかが今後の課題である。

16

緊急通報の利用ゼロ 件 39 88

7 6

Ｈ21年度

【成果指標名】 Ｈ23年度

59

Ｈ23年度

Ｈ21年度

1315

Ｈ22年度

特記事項

単位当たりコスト

事業の自己評価
(今後の事業の方向

性、課題等)

Ｈ23決算額には、身元引受人のいない高齢者１名の死亡による葬儀費用46,896円を含む。
Ｈ24単位当たりコスト／36,000円

事
業
実
績

【活動指標名】

（既設数）

活動実績

千円

件

／
緊急通報システム

事業費

単位

事
業
成
果

成果
（目標達成状況）

成果目標
（指標設定理由等）

他自治体のみならず、国や都道府県、民間との比較も必要に応じて記載。
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（ ）

（ ）

（ ）

その他

※委託料は設計ベースのため、収入と一致しない場合あり。

総計 千円 収支差 千円

その他 千円

千円

その他 千円

委託料・指定管理料 千円 千円

補助金 千円 総計

市町村からの財政支出金 千円 人件費 千円

事業費 千円

県からの財政支出金 千円 管理費 千円

千円

千円

1,721

団体全体の
収支状況

収入 支出

国からの財政支出金 千円

出資比率

緊急通報業務

0

千円

千円

千円

千円

千円

0 ％

6,600,000 非常勤

役員

監事

職員

市町村からの財政支出金

市出資金

その他

総計

うち
（出向／OB）

うち
（出向／OB）常勤 うち

（出向／OB）

富士通テレコムネットワークス株式会社

千円 1,721

千円

支出収入

千円

県からの財政支出金

千円

千円

資本金

委託料・指定管理料

総計

その他

補助金

国からの財政支出金

千円

千円

団体への
支出根拠

（選定経過等、
支出先の妥当

性）

５年間の長期委託契約（H23.5.1～H28.3.31）
●内容／緊急通報システム利用料

当該事業の
団体における
収支状況

千円

千円

団体概要

（単位：人）

　富士通テレコムネットワークス株式会社
　　　富士通グループ企業で情報通信機器、パワーエレクトロニクス機器及びシステムの開発・製造・販売を行う
　　　●本社／神奈川県川崎市高津区坂戸1丁目17番3号

委託・指定管理・補助　対象団体シート（概要説明書）

予算事業名 ひとり暮らし高齢者対策事業 事業開始年度 平成17年度

千円

役
職
員

団体名

千円

財務諸表URL http://jp.fujitsu.com/group/ftn/downloads/finance/the113term-fs2.pdf

特記事項

負債総額：　　　円　　　資本総額：　　　円
利益剰余金（もしくは欠損金）：　　　円

平成23事業番号２－６ 平成24年度 
記載に際しての基本事項
○本シートは、事業の委託・補助先の団体等と行政の関係の全
体像を把握することを目的としています。
○前年度の実績（または見込）に基づいて記載しますが、数値
が確認できない場合は、前々年度のもので構いません。
 
 

団体の収入・支出概要及び利益剰余金欄について
○「仕分け対象事業」だけでなく、団体の収入・支出総額とその
内訳を記載してください。
○支出概要で、「人件費」は、当該団体役職員の人件費です。
決算上、事業費と管理費に人件費が含まれている場合、それ
ぞれから人件費部分を差し引き、人件費欄にまとめて記載して
ください。
○この欄は、当該団体に公表義務がなく、かつ自治体がその
情報を公表することに支障があると判断される場合、記載不要

○支出の内訳は、設計ベース（見積もり等）を参考にご記載くだ
さい。その際、総計が必ずしも収入と一致しない（収入＜支出）
場合があると考えられますが、それでも問題ありません。
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（ ）

千円

事業費内訳
（平成23年度分）

○家庭児童相談室を設置し、家庭児童相談員2名（保健師・精神保健士及び社会福祉士、各週3日／8：30～17：15)が専
門的な知識を活用し、ハートフル相談員と連携し、相談・支援を実施。
○平成22年度に、要保護児童対策地域協議会実務者調整会議において、虐待予防を目的とした「子育てガイドブック」
を8,000部作成
○要保護児童対策地域協議会委員を対象に「親業・子どもとのコミュニケーション」について研修を実施

その他特財

0.4 人

人 7,380 1.6

7,890

千円

千円

千円

2,880

千円

2,880

人 5,999

1.8 人 4,200

千円

千円

千円

7,890 千円

3,119

1,891 千円

1.2 人

385

千円3,1800.4 人 千円

千円

報償費　　　　 　　　　　35,000円　要保護児童対策地域協議会代表者・実務者会議謝礼 5,000円×1回×7名
旅費　　　　　　　　　　138,240円　家庭児童相談員費用弁償 (3,720円＋7,800円）×12ヶ月
需用費　燃料費　　　　　 52,787円　相談専用公用車
　　　　消耗品費　　　　 24,226円　相談用ノート
　　　　　　　　　　　　　　　　　 パンフレット用紙 5,000枚
　　　　　　　　　　　　　　　　　 会議用名札 25枚
役務費　　　　　　　　　 14,864円　携帯電話 1台
委託料　　　　　　　　　 32,340円　合計特殊出生率統計表　年1回
負担金補助及び交付金     88,000円　母子寡婦福祉会運営費補助金　76,000円
　　　　　　　　　　　　　　　　　 茨城県家庭児童相談員連絡協議会負担金　6,000円×2名

千円

8,372 千円

千円

千円

1.6

千円

6,600 千円

1.2

その他特財の内容

一般財源

6,600 8,372財源合計

8,372

地方債

6,600

人

千円

国県支出金

千円

2.2 千円

臨時職員等 2,880

5,928

財源

内訳

コ
ス
ト

千円

人担当正職員

人件費合計

千円

関連事業
（同一目的事業等）

虐待予防等対策事業
○平成23年度からハートフル相談員1名を設置し、配偶者からの暴力防止、自殺予防並びに児童虐待対応など専門に業
務を行う。

3,199

　少子化や核家族化の進展に伴う家族構成の変化、経済状況の低迷、都市化の進展に伴う近隣との人間関係の希薄化、子育て
や育児について気軽に相談できる相手や仲間が身近な地域にいないといった近年の社会状況は、子育ての孤独感や閉塞感を招
き、その結果子育て中の親の精神的不安は増大し、子育てに関する相談件数は年々増加してきている。市でも子育てへの負担
の解消や家庭における健全な子育ての推進のため、平成17年度から2名、22年度からは保健師1名を追加し、家庭児童相談員を
3名を配置した。平成23年度においては、自殺防止、ＤＶ対応や虐待防止を専門にハートフル相談員に1名を設置替えし、家庭
児童相談事業を実施している。

千円

千円

千円

人

16.8

□業務委託 又は □指定管理　（委託先又は指定管理者：　　　　　　　　　　　　　　　　　）

総事業費

かすみがうら市総合計画第２章第４節　次世代育成の支援

実施方法

対象者数（全住民に対する割合）

事業費合計 千円

対　象
（誰・何を対象に） ％

根拠法令等

■自治事務　　□法定受託事務

担当課･係名

□貸付（貸付先：　　　　　　　　　）□その他（　　　　　　　　　　　　）

事業内容
（手段、手法など）

0.4 人人
件
費

3,0480.4

7,498 人

□補助金〔直接・間接〕（補助先：　　　    　　実施主体：  　　　 　　　）

992千円672

千円

千円 7,890

24年度（予算）

6,464 千円

国県支出金の内容

千円

6,079

事
業
費

千円

　家庭の中で発生する離婚問題、子どものしつけ、養育・発達に関すること。学校生活・いじめ・非行・家庭環境などについての相
談。また、学校や幼稚園・保育所等の関係機関からの児童に関する相談に応じ、より良い解決が図れるよう助言や指導をし、家庭にお
ける健全な子育て及び子どもの健やかな成長の手助けを行う。

23年度（決算） 22年度（決算） 21年度（決算）

■直接実施

0歳～18歳までの児童及び保護者
　※対象者数は、0歳～18歳までの人口

事業シート（概要説明書）

事業開始年度

作成責任者

担当局・部名 保健福祉部

課長　久保庭則夫

予算事業名 平成17年度

児童福祉法

上位施策事業名

家庭児童相談事業

子ども福祉課・児童福祉係

事務区分

千円

千円

1.6 人

1.2 人

千円

千円

6,464 千円

千円

事
業
概
要

実施の背景

目　的
（何をどうしたいのか）

6,464

事業番号２－７ 平成24年度 

ここから成果指標を導きます。
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事業シート（概要説明書）

事業開始年度予算事業名 平成17年度家庭児童相談事業

事業番号２－７ 平成24年度 

事
業
成
果

成果
（目標達成状況）

成果目標
（指標設定理由等）

千円

回

／総事業費

単位

事
業
実
績

【活動指標名】

相談等件数

活動実績

特記事項

単位当たりコスト

事業の自己評価
(今後の事業の方向

性、課題等)

Ｈ21年度

111125

Ｈ22年度

3

【成果指標名】 Ｈ23年度

件

48

Ｈ23年度

58 71

Ｈ21年度

47

○子どもの健全育成の支援のため、0歳～6歳の子どもの発達に関する支援強化
　・子どもの脳の発達のプログラムを意識し、保育士、幼稚園教諭等を対象に、講演会または自己研
　　修を行う。
　・小学校の就学時健康診断時に保護者を対象に「子育て教室」を開催予定。ハートフル相談員が講
　　師を務める。

111

相談終結件数 件 45

12

養護相談・発達障がい相談・育成相談・その
他

要保護児童地域対策協議会個別会議事案終結件数

16

67件

要保護児童地域対策協議会開催（代表者会議・
実務者会議・実務者調整会議・個別会議）

Ｈ22年度

　経済状況の悪化等が影響し、収入の不安定さから、家庭環境が変化した児童や、発達障がいなどをもった児童などの
対応について、家族または児童相談所、小中学校、保育所、保育園などと連携しながら、児童が有する問題や児童が置
かれている環境の状況を的確に捉え、個別会議を開催するなどして、児童や家庭に対し、より効果的な援助に努めた。

単位

9

比較参考値
（他自治体での類似

事業の例など）

02

他自治体のみならず、国や都道府県、民間との比較も必要に応じて記載。
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相談種別（新規） 19年 20年 21年 22年 23年 24年9月現在

養護 児童虐待相談 14 27 0 12 18 9
相談 その他の相談 8 2 22 10 0 3

2 1 0 2 0 0
肢体不自由相談 0 1 1 0 1 0

障 視聴覚障害相談 0 0 1 0 1 0
害 言語発達障害等相談 0 0 4 2 1 0
相 重症心身障害相談 0 1 0 1 1 0
談 知的障害相談 0 1 3 2 1 0

自閉症等相談 0 2 5 13 18 30
非行 ぐ犯行為等相談 0 3 0 3 0 0
相談 触法行為等相談 0 0 0 0 0 0
育 性格行動相談 2 9 16 2 4 2
成 不登校相談 2 6 4 5 4 1
相 適性相談 0 0 1 0 0 1
談 育児・しつけ相談 0 7 14 13 0 7

4 3 0 2 9 6
32 63 71 67 58 59

ハートフル相談

23年度相談状況

（夫の暴力・暴言）

24年度9月現在の相談状況

（夫の暴力・暴言）

45

合計

児童に関する相談 大人に関する相談

30 2310 3 105 11 8

その他の相談
計

保健相談

家庭児童相談室における種類別相談状況

夫婦問題 自立支援
虐待育児発達相談

（経済的自立）

児童に関する相談 大人に関する相談

合計 合計いじめ不登校 精神疾患

発達相談 育児 虐待
夫婦問題

精神疾患
自立支援

不登校 いじめ 合計
（経済的自立）

42 0 1210 2 4 7 118

121



研修など

● 学校（小中17校）、保育所（4箇所）、保育園（3箇所）、幼稚園（3箇所）訪問

　　目的）　1　家庭児童相談室の存在を各機関や保護者に知ってもらう。（家庭児童相談室のパンフレット配布含む）

　　　　　　　2 　各機関との情報交換

●稲吉、大塚、新治児童館、あじさい館、やまゆり館に家庭児童相談室のパンフレット配布

●子育てガイドブック配布開始

保健センター:400部（赤ちゃん訪問あるいは4ヶ月健診時に配布してもらうよう依頼

保育所・保育園：約1200部、幼稚園：約600部、小中学校：3689部

民生委員・主任児童委員：1000部(各委員の他に地域の子育て中の家庭に配布を依頼）

教育委員会を通して各小学校（13校）中学校（4校）へ虐待防止のロゴマーク募集（小学生については3年生以上）

実務者調整委員対象に鈴木先生講演会　「発達障害児の理解とサポート」（19日）を実施

実務者調整委員対象に認知行動療法の研修　「認知行動療法入門編」(27日）を実施

11月3日　1)　かすみがうら祭りにて虐待防止ロゴマークコンテスト実施（千代田公民館講堂に各学校から選出され

                    た作品46点を展示）

　　　　　　　２）子育てガイドブック、家庭児童相談室のパンフレットを配布

ロゴマークコンテストの結果をもとに虐待防止のロゴマーク決定(投票数が多かった順に1位から3位までの順位を

決定し、各学校に結果を送付。1位の生徒の作品をかすみがうら市の虐待防止のロゴマークに決定した。

鈴木先生講演会　「発達障がいの子ども達と共に暮らせるかすみがうら市を目指して」（21日）（参加者157名）

　　　　　　　　　　　・　講演会終了後講演会の感想、各機関で抱えている問題、課題についてアンケートを実施

　　　　　　　　　　　・　講演会の前にロゴマークコンテストにおいて投票数の多かった上位3名について表彰式を行い、

　　　　　　　　　　　　　表彰状と記念品を授与する。

虐待防止ＰＲ缶バッジ作成（６千個）

虐待防止ＰＲ缶バッジ配布（千代田中、下中、南中、北中の中学３年生計403名、中学校教員）

１０月

Ｈ２３年度事業実施報告

９月

８月

７月

６月

５月

４月

3月

2月

1月

１２月

１１月
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会議 参加メンバー

家庭児童相談員

第１回調整会議（6/10) 教委、保健センター、子ども福祉課　

出席者：9名 社会福祉課、主任児童委員

議題：●22年度作成の子育てパンフレット配布について

　　　　●23年度実務者調整鍵の開催の日程、会議の内容の検討

　　　　　　かすみがうら祭り　への参加、虐待防止の啓発について

代表者・実務者会議(7/12) 児童相談所、民生委員、保育所、医師会

出席者：30名 保健所、保健センター、教育委員会、

議題：1) H22年度事業報告  2)要保護児童対策地域協議会構成委員の新規登録について 小中学校、幼稚園、警察署、

　　　　3) H23年度事業計画案について 子ども福祉課、人権擁護委員

個別会議(7/11) 小中学校、教育委員会、子ども福祉課

参加者：6名

協議事項：不登校児童の学区外への転校について

第２回調整会議(8/31) 教委、保健センター、子ども福祉課　

参加者：9名 社会福祉課、主任児童委員

協議事項：各機関より事例を発表してもらいメンバーで検討し、意見交換

個別会議（8/17) 児相、保育所、小中学校、民生委員

参加者：8名 子ども福祉課

協議事項：児童相談所から一時保護所でのこどもたちの生活の様子について

　　　　　　　聞きその上で自宅に戻るため今後の支援をどうするかについて

第３回調整会議(10/19) 子ども福祉課、保健センター、教委

参加者：14名 社会福祉課、主任児童委員

議題：1)各機関の事例を検討。　

　　 　2) 講演会: つくばこどものこころクリニック医院長　鈴木直光先生

　　　　　　　　　　　「発達障がい児の理解とサポート」

第４回調整会議（10/27) 教委、保健センター、子ども福祉課　

議題：講演会:　千葉大学認知行動生理学　清水栄司先生「認知行動療法入門」 社会福祉課、主任児童委員

参加者：10名

第５回調整会議(12/6) 教委、保健センター、子ども福祉課　

参加者：9名 社会福祉課、主任児童委員

協議内容：1.虐待防止のロゴマークについての経過と今後の方針

　　　　　　　2.1月21日鈴木直光先生講演会についてパンフレットの検討、参加者について

保護者、教育関係者、子ども福祉課

社会福祉課、主任児童委員、その他

第６回調整会議(2/28) 教委、保健センター、子ども福祉課　

参加者：9名 社会福祉課、主任児童委員

議題：1).H23年度事業実績についての報告・関係機関の連携強化と地域ネットワークつくり　

　　　　　・児童虐待に関する広報・啓蒙活動　・メンバーの研修　　　　

　　　　2).H24年度事業について

個別会議(2/27) 子ども福祉課、社会福祉課、

参加者：7名 教育委員会、中学校

内容：生活保護家庭で不登校だった中学3年生の生徒の進路について

子ども福祉課

1月

2月

3月

4月

5月

6月

7月

8月

9月

Ｈ２３年度事業実施報告

１０月

11月

12月
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（ ）

事
業
概
要

実施の背景

目　的
（何をどうしたいのか）

23,897

千円

23,158 千円

千円

千円

健康づくり推進事業

健康増進課

事務区分

千円

千円

2.3 人

人

事業シート（概要説明書）

事業開始年度

作成責任者

担当局・部名 保健福祉部

課長 石井一男

予算事業名 平成１７年度

健康増進法 第３条・第１７条・第１９条の２

上位施策事業名

住民の心身の健康を増進し、生涯を通じて安心した生活を送ることができるようにする。
健診や健康相談・教室等の事業を通し、市民自らが健康管理をできるよう支援する。

23年度（決算） 22年度（決算） 21年度（決算）

■直接実施

子育て世代の母（約2,000人）。骨粗しょう症検診要指導者（約
100人）。各種検診受診者（約8,000人）。

24年度（予算）

23,897 千円

国県支出金の内容

千円

18,393

事
業
費

千円

千円 18,914

□補助金〔直接・間接〕（補助先：　　　    　　実施主体：  　　　 　　　）

1,629千円1,700

千円

担当課･係名

□貸付（貸付先：　　　　　　　　　）□その他（　　　　　　　　　　　　）

事業内容
（手段、手法など）

2.2 人人
件
費

15,2402

10,100 人

総事業費

かすみがうら市総合計画第２章第１節 健康づくりの推進

実施方法

対象者数（全住民に対する割合）

事業費合計 千円

対　象
（誰・何を対象に） ％

根拠法令等

■自治事務　　□法定受託事務

関連事業
（同一目的事業等）

国県支出金の健康増進事業費補助金については、各種検診事業のうち歯周病疾患検診・骨
粗しょう症検査・肝炎ウィルス検査分の補助金が含まれています。

18,393

生活様式や食生活の変化等により生活習慣病が増加傾向にあるため、これを予防し心身共に健康な生
活を送ることができるように、啓発活動や相談業務を行い支援する。

千円

千円

千円

人

22

■業務委託 又は □指定管理　（委託先又は指定管理者：かすみがうら市食生活改善推進員連絡協議会）

コ
ス
ト

千円

人担当正職員

人件費合計

千円

国県支出金

千円

2.2 千円

臨時職員等

15,240

財源

内訳

739

地方債

16,940

人

649

千円

一般財源

16,940 19,114財源合計

18,195

2

千円

16,291 千円

その他特財の内容

千円

19,114 千円

919 千円

千円

5,504

千円17,4852.3 人

健康運動指導士謝礼48,000円、在宅栄養士・看護師・歯科衛生士謝礼355,000円、消耗品費
163,526円、燃料費53,480円、印刷製本費658,593円、通信運搬費90,520円、健康づくり推進事
業委託500,000円、こころの相談委託60,000円、健康増進事業計画策定業務委託3,139,500円、
生活習慣病予防対策推進事業負担金166,000円、県補助金還付金270,000円

千円

千円

千円

千円

18,914 千円

17,151

1,763 千円

人

260 千円

人 17,151

人

千円

18,654

千円

千円

千円

千円

事業費内訳
（平成23年度分）

健康相談事業→毎月相談日を設け健診結果を含めた保健・栄養・歯科健康相談を実施してい
る。
さわやか健康教室→子育て中のパパ、ママや市民を対象として生活習慣病予防教室を実施して
いる（内容により栄養士・運動指導士等を雇用している）。
こころの相談→精神保健福祉士による総合的な心の相談を隔月に実施している。
歯科相談→歯周疾患検診に合わせて歯周疾患予防の相談・指導を実施している。
随時健康相談・指導→電話や面接・訪問時等の相談・指導に対応している。

その他特財

2.2 人

人 17,485 2.2

事業番号２－８ 平成24年度 

ここから成果指標を導きます。

124



健康づくり推進事業

事業シート（概要説明書）

事業開始年度予算事業名 平成１７年度

事業番号２－８ 平成24年度 

比較参考値
（他自治体での類似

事業の例など）

【小美玉市】●生活習慣病予防教室（運動・栄養教室）（２４回／年）●健康相談（随時）●訪問指導
（随時）●こころの健康相談（１８回／年）

【石岡市】●生活習慣改善指導（３６回／年）●健康相談（２４回／年）●電話・メール健康相談（随
時）
●家庭訪問（随時）●健康教室（８回／年）●健康クラブ（運動・栄養教室）（２４回／年）●体操クラ
ス（２４回／年）●心の健康相談（２４回／年）

【土浦市】●医師健康相談（１２回／年）●栄養相談（３０回／年）●健康教室（随時：希望により地区
公民館等に出向）●家庭訪問（随時）

1,9641,338地区活動等の参加人数

36

26回

地区活動等の回数

Ｈ22年度

食生活改善に関する研修会への参加人数や、学校や地区での参加人数を指標とすることによ
り、より多くの方の参加があることにより、健康づくりへの意識が地域に浸透し広がりを持っ
ていく。

単位

5634

研修会の実施回数

【今後の方向性】課単独での人集めは難しいこともあり、他課の事業と連携し「健康管理」の必要性を周
知するとともに事業参加を呼びかけていく。（今年度は新規取り組みとして、就学時健康診断・高齢者大
学の際の健康教育を予定している）
　また、平成２４年度～平成２８年度までのかすみがうら市健康増進計画に基づき、効果的な健康づくり
事業の推進を図っていく。健康づくりを推進していくために、「運動」「栄養・食生活」「生活習慣病対
策」「飲酒・喫煙」「歯の健康」「こころの健康」の６項目を具体的な取りくみとして健康づくりを推進
していく。

【課題】さわやか健康教室や健康相談の参加者が少なく、また、参加者が固定化しているので、新規参加
者の掘り起しが必要。

研修会の参加人数 人 651 841

56 30

Ｈ21年度

1,879

【成果指標名】 Ｈ23年度

人

422

Ｈ23年度

Ｈ21年度

Ｈ22年度

特記事項

単位当たりコスト

事業の自己評価
(今後の事業の方向

性、課題等)

事
業
実
績

【活動指標名】

活動実績
回

／

単位

事
業
成
果

成果
（目標達成状況）

成果目標
（指標設定理由等）

他自治体のみならず、国や都道府県、民間との比較も必要に応じて記載。
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（ ）

（
 
）

千円

財務諸表URL

特記事項

負債総額：　　　円　　　資本総額：　　　円
利益剰余金（もしくは欠損金）：　　　円

団体概要

役
職
員

（単位：人）

●特定健診や特定保健指導教室・子育て支援センター等試食提供
●男の料理教室・高齢者介護予防教室・親子料理教室（小学校家庭教育学級）などで食生活活動進める。
●かすみがうら祭にて高血圧予防（減塩普及）
●各種がん検診や特定健診受診勧奨する。

会員１１３名

委託・指定管理・補助　対象団体シート（概要説明書）

予算事業名 健康づくり推進事業 事業開始年度 平成１７年度

千円

国からの財政支出金

団体名

団体への
支出根拠

（選定経過等、
支出先の妥当

性）

市民の健康づくり推進事業を委託している。
食生活改善推進員連絡協議会は全国組織のボランティアで、食を通じての健康づくりの推進に努めている。

当該事業の
団体における
収支状況

500 千円

146 千円

646

補助金 千円

千円

千円

資本金

委託料・指定管理料

総計

その他

千円

かすみがうら市食生活改善推進員連絡協議会

千円 646

千円 444

支出収入

千円

職員

うち
（出向／OB）

うち
（出向／OB）常勤

千円

うち
（出向／OB） 監事

県からの財政支出金

市町村からの財政支出金

市出資金

その他

出資比率

総計

％

非常勤

役員

雑収入

千円

千円

千円

研修費

活動費

千円

千円

千円

202

団体全体の
収支状況

収入 支出

国からの財政支出金 千円 事業費 646 千円

県からの財政支出金 千円 管理費 140 千円

市町村からの財政支出金 千円 人件費 千円

委託料・指定管理料 500 千円 千円

補助金 千円 総計 786 千円

その他 千円

その他会費（104名分）・県食改委託金・繰越金303 千円

その他

※委託料は設計ベースのため、収入と一致しない場合あり。

総計 803 千円 収支差 17 千円

平成23事業番号２－８ 平成24年度 
記載に際しての基本事項
○本シートは、事業の委託・補助先の団体等と行政の関係の全
体像を把握することを目的としています。
○前年度の実績（または見込）に基づいて記載しますが、数値
が確認できない場合は、前々年度のもので構いません。
 
 

団体の収入・支出概要及び利益剰余金欄について
○「仕分け対象事業」だけでなく、団体の収入・支出総額とその
内訳を記載してください。
○支出概要で、「人件費」は、当該団体役職員の人件費です。
決算上、事業費と管理費に人件費が含まれている場合、それ
ぞれから人件費部分を差し引き、人件費欄にまとめて記載して
ください。
○この欄は、当該団体に公表義務がなく、かつ自治体がその
情報を公表することに支障があると判断される場合、記載不要

○支出の内訳は、設計ベース（見積もり等）を参考にご記載くだ
さい。その際、総計が必ずしも収入と一致しない（収入＜支出）
場合があると考えられますが、それでも問題ありません。
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補足説明資料  (健康づくり推進事業) 

 

H24年度さわやか健康教室 

期 日 会 場( )内は対象者 内 容 参加者数 

4月 10日(火) やまゆり館(子育て支援

センター利用者) 

子育てはパパ、ママの元気もりもり

健康から 

１８人        

5月 24日(木) 千代田保健センター(一

般市民) 

ウォーキングで体脂肪を燃やそう １５人 

6月 22日(金) 霞ヶ浦保健センター(検

診受診者) 

いきいききらめく女性を目指そう

(子宮・乳がん予防) 

８０人        

7月  6日(金) 千代田保健センター(検

診受診者) 

いきいききらめく女性を目指そう

(子宮・乳がん予防) 

５０人 

9月 14日(金) 霞ヶ浦保健センター(一

般市民) 

バランスの良い食事で脱メタボ(試

食あり) 

８人        

10月 29日(月) 働く女性の家運動室(一

般市民) 

軽やかな体になって脱メタボ  

11月 26日(月) 働く女性の家和室(一般

市民) 

生活習慣を見直し脱メタボ(試食あ

り) 

 

12月 10日(月) やまゆり館(子育て支援

センター利用者) 

子育てはパパ、ママの元気もりもり

健康から 

 

1月 11日(金) 霞ヶ浦保健センター(は

ぐくみルーム利用者) 

子育てはパパ、ママの元気もりもり

健康から 

 

実施時間 午前１０：００から１１：３０ 

 

 

事業名・時間   実施月 

こころの相談 

午後 1:30～4:00 

場所 千代田または霞ヶ浦保

健センター 

隔月毎 年 6回 

内容 精神的な悩みについ

て、精神保健福祉士、

市保健師による相談 

実績 H23年度  １０件    

定例健康相談 

午後 1:00～3:30 

場所 保健センター 毎月  年 12回 

内容 栄養士、歯科衛生士、

保健師による相談 

実績 H23年度 延べ６０人 
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平成23年度　食生活改善推進員連絡協議会による活動報告

日　　時 事　業　内　容 場　　　　所 食改 対象者

　6月 6日（月） さわやか健康教室 働く女性の家 3 13

　6月16日（木） 志筑小学校家庭教育学級協力 志筑小学校 11 41

　6月21日（火） ますます元気教室 働く女性の家 7 13

　6月24日（水） 男の料理教室（１） あじさい館 4 16

　7月 5日（火） シルバーリハビリ体操試食提供 あじさい館 8 38

　7月21日（木） ますます元気教室 あじさい館 11 19

　8月16日（火） あゆみまつり食育リーフレット配布 歩崎公園 8 300

　8月26日（金） さわやか健康教室 千代田保健センター 4 14

　9月21日（水） 男の料理教室（２） あじさい館 3 11

 10月 4日（火） やまゆり子育て支援センター試食提供 やまゆり館 9 70

 10月13日（木） 宍倉小学校家庭教育学級 宍倉小学校 6 35

 10月18日（火） ますます元気教室 大塚ふれあいセンター 4 7

 11月 2日（水） かすみがうらまつり試食提供準備 千代田保健センター 9

 11月 3日（木） かすみがうらまつり試食提供 常陸野第１公園 31 300

 11月 5日（土） 美並小学校フェスティバル 美並小学校 7 40

 11月16日（水） 男の料理教室（３） あじさい館 3 11

 11月24日（木） ますます元気教室 あじさい館 4 13

 11月25日（金） さわやか健康教室 千代田保健センター 5 8

 12月 1日（木）
かすみがうら市アンテナショップ通信料
理　紹介コーナー打ち合わせ

霞ヶ浦保健センター
2 2

 12月 1日（木） 上佐谷小学校食育教室 上佐谷小学校 6 17

 12月 3日（土） ひよこの会準備 働く女性の家 6

 12月 4日（日） ひよこの会試食提供 大塚ふれあいセンター 10 51

 12月11日（日）
かすみがうら市アンテナショップ通信料
理　紹介コーナー撮影

あじさい館
12

 12月22日（木） 宍倉小学童クラブ（よい食生活） 宍倉小学校 7 35

  1月 8日（日） 美並地区婦人会（茨城食文化伝承事業） あじさい館 5 34

  1月17日（火） 男の料理教室（４） あじさい館 3 13

  1月20日（金） さわやか健康教室 霞ヶ浦保健センター 2 7

  1月25日（水） 志筑小親子料理教室 志筑小学校 7 38

  1月27日（金）
牛渡小親子料理教室（茨城食文化伝承事
業）

牛渡小学校 5 22

  1月28日（土） 生涯学習課ウィークエンドコミニティ事業協力 あじさい館 15 90

  2月 6日（月） 下稲吉支部地区活動 働く女性の家 13 9

  3月 2日（金） 生活習慣病予防教室 あじさい館 6 6

  3月 9日（金） 子育て支援センター教室 大塚児童館 6 54

  3月27日（火） 健康増進推進員栄養教室 千代田保健センター 5 11
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